
№１～№５は政治学です。 

解答は、問題番号に該当する答案用紙の番号欄に記入してください。 

 

［№ １］西欧の政治思想に関する次の記述のうち、妥当なのはどれか。 

 

１ Ｎ.マキァヴェッリは、祖国であるイタリアの政治的分裂による混乱に直面した経験から、国家

を安定させるには君主が強力な指導力を発揮することが必要であるとした。その一方で、イタリア

統一の求心力をローマ教会に求め、君主といえども教会の権威には無条件に服することが必要であ

るとした。 

 

２ Ｊ.ベンサムは、快楽を求め苦痛を避けようとする性向を人間行動の基本的動機ととらえ、社会

全体の快楽を最大限に実現することが「最大多数の最大幸福」であるとした。その上で、「最大多

数の最大幸福」を達成するためには公職者の道徳性や資質の確保、政府支出の極小化が必要である

とした。 

 

３ Ｔ.ホップズは、『リヴァイアサン』において、人間の自己保存のための活動による「万人の万人

に対する闘争」を抑制するためには、社会契約による政府の創設が必要であるとした。その一方で、

市民は、政府が市民の信託に反して活動した場合にはこれを交替させる抵抗権を有しているとした。 

 

４ Ｈ.グロティウスは、自然法の基礎を人間の本性としての社会的欲求に求め、生命、自由、身体

の安全などを自然法上の権利として位置付けた。また、人間の社会的平等性を前提として、人々は

自らの持つ自然法上の権利を、絶対君主に対しても全面的に譲渡することはできないとした。 

 

５ Ｊ.ロックは、『統治二論』において、自然状態下では人間は自然法の範囲内で理性的判断に従い、

互いに各人の権利を侵害することがないよう行動するが、この自然状態下の社会は不安定であるた

め、社会を安定させるために、立法、司法、行政の三権が分立した統治機構を整備する必要がある

とした。 

 

  



［№ ２］投票行動に関する次の記述のうち、妥当なのはどれか。 

 

１ Ａ.キャンベルらのミシガン大学のグループは、社会心理学的要因を導入したモデルを提示した。

このモデルでは、特定の政党に対する心理的愛着ないし忠誠の感情である「政党帰属意識」が、有

権者の投票行動に対して長期的な影響を及ぼすとして重視された。 

 

２ Ｐ.ラザースフェルドらのコロンビア大学のグループは、有権者の投票行動を左右する最も重要

な要因は、有権者の社会的属性であると主張した。その上で、社会的属性の中でも性別、イデオロ

ギー的立場、大統領の業績に対する評価の、三つの要素の影響力が最も大きいとした。 

 

３ Ｍ.フィオリーナは、アメリカ合衆国の有権者の多くが、自分が重要であると感じている政策争

点について自分の立場と最も近い立場の候補者に投票していることを明らかにし、アメリカ合衆国

では争点投票（issue voting）が定着していると主張した。 

 

４ Ｗ.ライカーとＰ.オーデシュックは、Ｒ＝ＰＢ－Ｃ＋Ｄという式を用いて、政党間の政策上の差

異が小さくなると有権者は政党を支持する誘因を持たなくなることを明らかにし、無党派層が形成

され増加していくメカニズムを解明した。 

 

５ Ｒ.イングルハートは、各国の政治文化を未分化型、臣民型、参加型の三つに分類した。さらに、

自らが政治過程に何らかの影響を及ぼすことができるとする感覚である「政治的有効性感覚」とい

う概念を提示して、参加型の政治文化を持つ国々の投票率が高い理由を説明した。 

 

  



［№ ３］政党と政党制に関する次の記述のうち、妥当なのはどれか。 

 

１ Ｍ.ウェーバーは、政党を階級政党と国民政党の二つに類型化した。前者は、特定の社会階級に

支持基盤を置く政党で、後者は、特定の社会階級や地域、職業、宗教などに基盤を置かず、広範囲

の有権者層から支持を取り付けようとする政党であり、ウェーバーは、政党は階級政党から国民政

党へと変化してきたと主張した。 

 

２ Ｍ.デュベルジェは、小選挙区制は二大政党制をもたらし、比例代表制は多党制をもたらすとい

う法則を提示した。その上で彼は、安定した民主政治は、小選挙区制の下での二大政党制によって

だけではなく、比例代表制の下での多党制によっても実現されているとして、そうした民主政治の

姿を「多極共存型民主主義」と名付けた。 

 

３ Ｇ.サルトーリは、多党制には穏健型と分極型があるとして、両者を政党の数や各党間のイデオ

ロギー的距離の大きさによって区分した。一方で彼は、多党制は穏健型であれ分極型であれ、連立

政権が不可避となり、政党間の合従連衡が繰り返されるため、安定した政治を実現することは困難

であると主張した。 

 

４ Ｇ.サルトーリの類型によれば、一党優位政党制は、優位政党以外の政党が合法的な存在として

認められているにもかかわらず、優位政党が選挙において一貫して多数派を獲得し続け、政権交代

が事実上生じないというシステムである。もっとも、優位政党の勝利は制度的に保障されたもので

はないため、選挙の結果によっては二大政党制にも多党制にも変化し得る。 

 

５ Ａ.ダウンズは、合理的選択論の立場から二大政党制の特質を分析した。彼は、伝統的な保守―

革新のイデオロギー的な一次元の軸上において、有権者のイデオロギー的な選好の分布がどのよう

になっていても、二つの政党はともにイデオロギー上の立場を中央に寄せてくる傾向があるため、

二大政党制は安定した政治をもたらすと主張した。 

 

  



［№ ４］自由主義に関する次の記述のうち、妥当なのはどれか。 

 

１ Ｊ.Ｓ.ミルは『自由論』を著して、すべての人間は自分の生命や身体、私有財産に対して不可侵

の権利を持つという、古典的自由主義の根幹をなす命題を示した。彼の議論は、後のピューリタン

革命において議会派の理論的武器となった。 

 

２ Ｔ.Ｈ.グリーンは、自由放任を推奨する古典的自由主義を批判して、自由主義の完成のためには

個人の自己実現と人格的成長を妨げる障害を国家が積極的に除去すべきであり、国家によって個人

の所有権に一定の制限を課すことが有効な場合があると主張した。 

 

３ Ｆ.ハイエクは、社会主義は一種の「計画主義的思考」であり、一元的な価値を押し付けること

で人間の自由や多様性を抑圧するものであるとして厳しく批判した。彼の主張は、1970 年代のアメ

リカ合衆国における民主党の政策を支えることになった。 

 

４ Ｊ.ロールズは『正義論』を著して、社会的・経済的な不平等を是正することこそが正義にかな

うと主張し、そのためには政治的自由などの基本的自由の制限も正当化されるとした。彼の議論は、

基本的自由の擁護を優先する古典的自由主義を真っ向から批判するものであった。 

 

５ Ｒ.ノージックは、人間の才能の差は努力の差というより偶然の産物であるから、才能に恵まれ

た者は自らの能力を私的な利益を得るためだけに用いるのではなく、不遇な人々の状況の改善のた

めに用いるべきであるとして、福祉国家的な所得再分配の正当性を主張した。 

 

  



［№ ５］第二次世界大戦後の我が国の政治に関する次の記述のうち、妥当なのはどれか。 

 

１ 吉田首相は、対米協調と経済復興を重視し、日米安全保障条約により米軍による基地使用を認め

るとともに、再軍備にも積極的であった。また、昭和 26（1951）年にはサンフランシスコ講和条約

を締結して独立を回復させるとともに、国際連合への加盟も実現させた。 

 

２ 岸首相は、アメリカ合衆国と日本の地位をより対等なものとすべく日米安全保障条約を改定し、

その結果、米軍に対する日本防衛の義務付け、米軍の配備に関する事前協議制の導入、自衛隊によ

る米軍に対する「後方地域支援」の実施などが、新たに盛り込まれた。 

 

３ 池田首相は「寛容と忍耐」を掲げ、所得倍増計画を発表して社会資本の充実、科学技術の振興、

社会保障の充実と社会福祉の向上、民間産業の振興などを推し進めた。また、外交面では、国際通

貨基金（IMF）８条国への移行や経済協力開発機構（OECD）への加盟を実現した。 

 

４ 佐藤首相は、対米協調路線を堅持し、繊維輸出を中心とするアメリカ合衆国との貿易摩擦を解決

する一方で、小笠原諸島・沖縄返還を実現したが、昭和 45（1970）年の日米安全保障条約改定に対

する国民的規模の反対運動を受け、同年、辞職した。 

 

５ 田中首相は、過密と過疎の解消を目的として著した『日本列島改造論』の中で提唱していた、い

わゆる工場追い出し税を新設するなどして地方への工場移転を促進した。また、昭和 47（1972）年

には中華人民共和国を訪問して日中国交正常化を図り、同年、日中平和友好条約を締結した。 

 

  



№６～№10 は行政学です。 

解答は、問題番号に該当する答案用紙の番号欄に記入してください。 

 

［№ ６］官僚制に関する次の記述のうち、妥当なのはどれか。 

 

１ Ｍ.ウェーバーは、官僚制を家産官僚制と近代官僚制とに区別し、近代官僚制の構成要件として、

規則による規律、明確な権限、明確なヒエラルヒ一、文書主義、任命制、資格任用制、契約制、専

業制などの原則を列挙した。 

 

２ Ｐ.ブラウは、官僚制組織には自らの所掌事務の範囲を広げ、組織を膨張させるメカニズムが内

在しているとして、その非効率性を厳しく批判した。その上で、人間は組織の設計者の期待通りに

行動し、組織を運営するわけではないとする「人間関係論」を最初に提示した。 

 

３ Ｗ.ウィルソンは、行政活動を政党政治に従属させることによって、有能にして効率的な官僚制

を育成するべきだと論じた。ウィルソンがモデルとしていたのは、スポイルズ・システムが定着し

ていたジャクソン大統領の時代のアメリカ官僚制であった。 

 

４ Ｒ.マートンは、官僚制の逆機能に目を向け、規則は一定の目的を達成するための手段として制

定されるものであるが、規則それ自体の遵守が自己目的化してしまうことがあるとして、こうした

現象を POSDCoRB と呼んだ。 

 

５ Ｃ.フリードリヒは、行政責任をめぐるＨ.ファイナーとの論争において、政治と行政との間には

「分離の規範」が確立されるべきであるので、行政の果たすべき責任としては議会に対するアカウ

ンタビリティを確保すれば足りると説いた。 

 

  



［№ ７］政策過程に関する次の記述のうち、妥当なのはどれか。 

 

１ Ｄ.イーストンの唱えた政治システムモデルでは、政治家は政権を獲得・維持することを目指し、

そのために必要な有権者の政治的支持を獲得するために互いに競い合うため、有権者が要求する水

準以上の政策を実現することになるとしている。 

 

２ Ａ.ウィルダフスキーは、多様な利益集団が相互に利益を主張し合うことが、結果的に公共の利

益に合致した合理的な政策決定をもたらすとするＣ.リンドプロムの多元的相互調節の理論に対し

て、現実にはあらゆる集団利益が均等に代表されることはないため、公共の利益が達成されること

はないと反論した。 

 

３ Ａ.ダウンズは、有権者は政策の便益と課税される費用との最適均衡点を求めるとし、不完全情

報状態である政治メカニズムの下では、有権者は政策の便益の大きさを過大に評価し、その結果、

対価としての費用の増大については容認する傾向があるため、より大規模な予算が実現しやすいと

する。 

 

４ Ｃ.Ｉ.バーナードの唱えたゴミ缶モデルでは、行政には常に改善されるべき課題があり、それと

は別に解決策も常に誰かによって提案されていることを前提とし、その解決策の中から課題を解決

するために最も合理的なものが選ばれるとされる。 

 

５ Ｇ.アリソンの政策決定の三つのモデルのうち、組織過程モデルでは、政府の政策やこれに基づ

く行動を、行政機関が与えられた課題に対して、あらかじめ確立されている標準作業手続に沿って

行動した、いわば機械的反応の結果とする。 

 

  



［№ ８］我が国における政策立案・決定に関する次の記述のうち、妥当なのはどれか。 

 

１ 我が国における政策の決定に当たり、官僚と政治家のどちらの役割が大きいかをめぐって官僚優

位論と政党優位論がある。自由民主党が長期にわたって安定的に政権を維持したことや、政府与党

間折衝という政治慣行が存在したことは、政党優位論の論拠となる。 

 

２ Ｈ.サイモンが提示した課題解決情報とは、業務が適切に遂行され、行政課題が解決されている

かを点検し確認するための情報であるが、我が国におけるこれらの情報収集においては、通常の業

務の記録から副次的に得られる業務統計を転用するケースが多く、独自の調査研究が新規に行われ

ることはまれである。 

 

３ 我が国では、行政機関によって何らかの対応を要する新しい課題の存在が認識された場合、学識

経験者で構成された研究会が組織されることがあるが、中立性、客観性を担保するため、行政官は

研究会での議論には公式にも非公式にも関与しないのが通例である。 

 

４ 行政需要は、顕在行政需要と潜在行政需要とに分けられる。顕在行政需要とは、陳情などによっ

て行政機関がその存在を把握した需要であり、把握された時点で行政ニーズとして認知される。し

かし、潜在行政需要は社会的にも存在が把握されていないものであるため、行政ニーズとして認知

されることはない。 

 

５ 多くの国々の政府同様、我が国においても経済計画・国土計画といった総合計画を策定しており、

これらの計画の策定段階にあっては、政策を実現するための資源が無限であるとの前提の下で、科

学的合理性を最大限追求しながら策定されている。 

 

  



［№ ９］我が国の国家行政組織に関する次の記述のうち、妥当なのはどれか。 

 

１ 行政委員会は、フランス、ドイツなど高度に行政官僚制が発達した国でしばしば見られる合議制

機関であり、我が国でも、公正取引委員会や公害等調整委員会など広範に設置されているが、三権

分立を厳格に維持する必要から、準立法、準司法的権限は与えられていない。 

 

２ 第二次臨時行政調査会の基本答申は、行政機関の内部組織（局・課）の編成に関しては法律によ

ることを義務付けるべきとした一方、これ以外の組織・機構については政令による設置を認めた。

これを受けて、施設等機関及び特別の機関の設置については政令に委ねられることとなった。 

 

３ 昭和 35（1960）年の自治省新設以降の我が国の省庁制は、平成 13（2001）年の中央省庁再編に

象徴されるように極めて流動的であり、基幹的な行政機関である府・省の統廃合や新設がたびたび

行われてきた。その結果、ほぼ内閣ごとに法定の国務大臣数を改正する必要が生じるなど、内閣の

構成も不安定であった。 

  

４ 国家行政組織法に規定する「審議会等」は、学識経験者等で構成される合議制の機関であり、法

律又は政令の定めるところにより設置される。審議会等の数は平成 13（2001）年の中央省庁再編の

前には 200 以上あったが、再編の際に 100 以下に整理統合された。 

 

５ 内閣総理大臣補佐官は、当初は首相の私的な補佐役としての位置付けであったが、内閣機能の強

化を目的として、平成８（1996）年の内閣法の一部改正により法制化され、内閣官房に設置された。

定数は平成 13（2001）年以降５名以内とされ、経済財政と教育の二分野については、設置が義務付

けられている。 

 

  



［№ 10］我が国の地方自治制度に関する次の記述のうち、妥当なのはどれか。 

 

１ 地方分権一括法※の施行に伴い、機関委任事務が廃止され、必置規制が緩和・廃止されたほか、

地方公共団体の事務処理能力の強化を目的として、知事の指揮監督に従いながら都道府県庁に勤務

する国家公務員である地方事務官の増員が図られた。 

 

２ 我が国の地方税制度は画一的であり、地方税法によって税率が統一的に定められているため、自

治体間で異なる税率を設定することはできない。しかし、税目については地方分権一括法による地

方税法の改正によって、法定外普通税については許可制が導入され、一定の条件を満たせば自治体

独自の税を課すことも可能となった。 

 

３ いわゆる「三位一体の改革」の一環として、地方交付税交付金の額が減額されているが、一方で

それ以上に国庫補助負担金の額は増額されている。その結果、平成 17（2005）年度には地方財政の

普通会計の純計決算額が、歳入、歳出いずれにおいても５年ぶりに増加に転じた。 

 

４ 指定管理者制度の導入により、公の施設の管理について、議会の議決を経て、地方公共団体の指

定を受けた民間業者等に行わせることが可能となった。都道府県レベルでは幅広く導入事例がある

が、施設管理に一定のノウハウが必要であることから、指定管理者に選定され得る民間業者等が限

られており、市町村レベルでの導入事例がないことなどが課題とされている。 

 

５ 広域連合は、都道府県、市町村及び特別区が設置することができる組合の一種で、広域計画を作

成して総合的かつ計画的に広域行政を行うものである。その設置の際には、都道府県の加入するも

の及び数都道府県にわたるものにあっては総務大臣に、その他のものにあっては都道府県知事に許

可を申請することとされている。 

 

 ※ 正式名称は「地方分権の推進を図るための関係法律の整備等に関する法律」 

 

  



№11～№15 は憲法です。 

解答は、問題番号に該当する答案用紙の番号欄に記入してください。 

 

［№ 11］次の文章は、普通地方公共団体である上告人に保健婦（現在は「保健師」）として採用され

た被上告人が、平成６年度及び同７年度に、上告人に置かれる人事委員会の実施する管理職選考を受

験しようとしたが、日本の国籍を有しないことを理由に受験が認められなかったため、国家賠償法第

１条第１項に基づき、上告人に対し、慰謝料の支払等を請求した事案についての最高裁判所の判決の

理由の一部であり、文章中の空欄Ａ～Ｅにはア～オのいずれかの記述が入る。空欄Ｂ及びＤに入るも

のの組合せとして妥当なのはどれか。 

 

「４ しかしながら、前記事実関係等の下で被上告人の慰謝料請求を認容すべきものとした原審の判

断は、是認することができない。その理由は、次のとおりである。 

（１）地方公務員法は、一般職の地方公務員（以下「職員」という。）に本邦に在留する外国人（以

下「在留外国人」という。）を任命することができるかどうかについて明文の規定を置いていないが

（…略…）、普通地方公共団体が、 Ａ ではない。普通地方公共団体は、職員に採用した在留外国

人について、国籍を理由として、給与、勤務時間その他の勤務条件につき差別的取扱いをしてはなら

ないものとされており（…略‥・）、地方公務員法 24 条６項に基づく給与に関する条例で定められる

昇格（給料表の上位の職務の級への変更）等も上記の勤務条件に含まれるものというべきである。し

かし、上記の定めは、普通地方公共団体が Ｂ ではない。また、そのような取扱いは、合理的な理

由に基づくものである限り、憲法 14 条１項に違反するものでもない。 

 管理職への昇任は、昇格等を伴うのが通例であるから、在留外国人を職員に採用するに当たって

管理職への昇任を前提としない条件の下でのみ就任を認めることとする場合には、そのように取り扱

うことにつき合理的な理由が存在することが必要である。 

（２）地方公務員のうち、住民の権利義務を直接形成し、その範囲を確定するなどの公権力の行使

に当たる行為を行い、若しくは普通地方公共団体の重要な施策に関する決定を行い、又はこれらに参

画することを職務とするもの（以下「公権力行使等地方公務員」という。）については、次のように

解するのが相当である。すなわち、公権力行使等地方公務員の職務の遂行は、 Ｃ である。それゆ

え、 Ｄ であること（…略…）に照らし、原則として日本の国籍を有する者が公権力行使等地方公

務員に就任することが想定されているとみるべきであり、 Ｅ というべきである。 

  そして、普通地方公共団体が、公務員制度を構築するに当たって、公権力行使等地方公務員の職

とこれに昇任するのに必要な職務経験を積むために経るべき職とを包含する一体的な管理職の任用

制度を構築して人事の適正な運用を図ることも、その判断により行うことができるものというべきで

ある。そうすると、普通地方公共団体が上記のような管理職の任用制度を構築した上で、日本国民で

ある職員に限って管理職に昇任することができることとする措置を執ることは、合理的な理由に基づ

いて日本国民である職員と在留外国人である職員とを区別するものであり、上記の措置は、労働基準

法３条にも、憲法 14 条１項にも違反するものではないと解するのが相当である。」 

 

ア 住民の権利義務や法的地位の内容を定め、あるいはこれらに事実上大きな影響を及ぼすなど、住

民の生活に直接間掛に重大なかかわりを有するもの 



イ 我が国以外の国家に帰属し、その国家との間でその国民としての権利義務を有する外国人が公権

力行使等地方公務員に就任することは、本来我が国の法体系の想定するところではないもの 

ウ 国民主権の原理に基づき、国及び普通地方公共団体による統治の在り方については日本国の統治

者としての国民が最終的な責任を負うべきもの 

エ 法による制限の下で、条例、人事委員会規則等の定めるところにより職員に在留外国人を任命す

ることを禁止するもの 

オ 職員に採用した在留外国人の処遇につき合理的な理由に基づいて日本国民と異なる取扱いをす

ることまで許されないとするもの 

 

  Ｂ Ｄ 

１ ア オ 

２ イ ア 

３ エ ウ 

４ オ ア 

５ オ ウ 

 

  



［№ 12］思想及び良心の自由に関するア～オの記述のうち、妥当なもののみをすべて挙げているのは

どれか。 

 

ア いかなる思想であっても、それが内心の領域にとどまる限りは絶対的な自由が保障されるから、

内心の思想に基づいて不利益を課したり、あるいは、特定の思想を抱くことを禁止することは許さ

れないが、いかなる思想を抱いているかを国家権力が調査することについては、調査の結果に基づ

いて不利益を課すようなことをしなければ、調査自体を強制的に実施したとしても、思想及び良心

の自由の侵害には当たらないと解されている。 

イ 裁判所の判決において謝罪広告を新聞紙等に掲載すべきことを命ずることは、それが単に事態の

真相を告白し陳謝の意を表明するにとどまるものであっても、謝罪広告を命じられた者の意に反す

る限りにおいては、その者の人格を無視し著しく名誉を毀損することになり、思想及び良心の自由

を不当に制限することになるので認められないとするのが判例である。 

ウ 公務員は憲法を尊重し、擁護する義務を負うことから、公務員に憲法の尊重擁護を宣誓させるこ

とは直ちに違憲であるとはいえないが、特定の憲法解釈を内容とする宣誓や人の政治的関係や信条

を推知させ、又は許容される政治的信条を枠付けそれに従った行動を強要するような内容の宣誓は

認められないと解されている。 

エ 税理士会が政党等の政治資金規正法上の政治団体に対して金員の寄付をするかどうかは、選挙に

おける投票の自由と表裏をなすものとして、会員各人が市民としての個人的な政治的思想、見解、

判断等に基づいて自主的に決定すべき事柄であるから、これを多数決原理によって団体の意思とし

て決定し、会員にその協力を義務付けることはできないとするのが判例である。 

オ 企業には憲法により経済活動の自由が保障されているから、労働者を採用するに当たって、当該

労働者の思想、信条を調査し、これらに関連する事項について当該労働者に申告を求めることは雇

用活動の一環として原則的に認められているが、調査の結果、特定の思想、信条を有することをも

って採用を拒否することは、当該労働者の思想、信条を侵害するものであるから認められないとす

るのが判例である。 

 

１ ア、ウ、エ 

２ ア、オ 

３ イ、オ 

４ ウ、エ 

５ エ 

 

  



［№ 13］学問の自由に関するア～オの記述のうち、妥当なもののみをすべて挙げているのはどれか。 

 

ア 学問の自由は、真理の発見や探究を目的とする内面的精神活動の自由たる性格を有し、明治憲法

においても一応は学問の自由を保障する明文の規定が設けられていたが、ある学説を主張する学者

の著書が国の安寧秩序を害するものとして発売禁止の処分を受け、その学説を大学で教えることが

禁止されたりするなど、政府により学問の統制が厳しく行われていた。 

イ 普通教育の場において児童、生徒用として使用される教科書の検定は、ある記述がいまだ学界に

おいて支持を得ていないとき、あるいは、該当する学校、教科、科目、学年の児童や生徒の教育と

して取り上げるにふさわしい内容と認められないときなどに、教科書の形態における研究結果の発

表を制限するにすぎないから、学問の自由を保障した憲法第 23 条の規定に違反しないとするのが

判例である。 

ウ 今日の大学は、高度な科学技術の発達や社会の複雑多様化を背景として、政府や産業界と人事・

財政面で強く結び付いており、大学が学問の自由を確保するためには学生を含めた大学に所属する

者全体の一致した協力が不可欠であるから、学生も教授その他の研究者と同様に大学の自治の主体

に含まれるとするのが判例である。 

エ 大学における学生の集会は、大学の自治の一環として認められるものであるから、大学が許可し

た学内集会であるならば、当該集会が真に学問的な研究又はその結果の発表のためのものでなく、

実社会の政治的社会的活動に当たる行為をする場合であっても、大学の有する学問の自由と自治を

享有するとするのが判例である。 

オ 学問の自由は、広くすべての国民に対して学問的研究の自由及びその研究結果の発表の自由を保

障しており、特に大学においては、これらの自由に加えて教授の自由が保障されている一方で、高

等学校以下の初等中等教育機関においては、教育ないし教授の自由はおよそ認められないとするの

が判例である。 

 

１ ア、ウ 

２ ア、オ 

３ イ 

４ イ、ウ 

５ エ 

 

  



［№ 14］国会議員に関するア～オの記述のうち、妥当なもののみをすべて挙げているのはどれか。 

 

ア ある議院に所属する議員は、同時に他方の議院の議員となることはできず、また、国又は地方公

共団体の公務員や大臣政務官との兼職も禁じられているが、普通地方公共団体の議会の長や内閣総

理大臣その他の国務大臣を兼職することについては、禁止されていない。 

イ 議員は、その所属する議院に議案を発議する権能を持っており、予算を伴う法律案については、

衆議院では 50 人以上、参議院では 20 人以上の議員の賛成があれば発議することができ、それ以外

の議案については、衆議院では 20 人以上、参議院では 10 人以上の議員の賛成があれば発議するこ

とができる。 

ウ 両議院の議員は、議院で行った演説、討論又は表決について院外で責任を問われないが、これは、

議院における議員の自由な発言・表決を保障するため一般国民ならば負うべき民事上の法的責任を

負わないことを意味するにとどまり、刑事上の法的責任まで免除するものではない。 

エ 両議院の議員は、院外における現行犯罪の場合及び議員の所属する議院の許諾のある場合を除い

ては会期中は逮捕されないが、緊急集会中の参議院の議員は、院外における現行犯罪でない場合で

あっても、参議院の許諾なくして逮捕されることがある。 

オ 議員の資格に関する争訟の裁判は、議院の自律性を尊重する趣旨から、裁判所では争うことがで

きず、当該議員の所属する議院が自ら行うべきものとされており、議員に資格がないとしてその議

席を失わせるには、出席議員の３分の２以上の多数による議決が必要とされている。 

 

１ ア、ウ、オ 

２ ア、エ 

３ イ、ウ 

４ イ、エ、オ 

５ イ、オ 

 

  



［№ 15］違憲審査権に関するア～オの記述のうち、判例に照らし、妥当なもののみをすべて挙げてい

るのはどれか。 

 

ア 我が国の法制度の下においては、具体的事件を離れて抽象的に法令等の合憲性を判断する権限を

裁判所に付与したものと解することはできず、特定の者の具体的な法律関係について紛争が存する

場合にのみ、裁判所は違憲審査権を行使することができると解される。 

イ 国会議員の立法行為が国家賠償法上達法の評価を受けるか否かという問題は、当該立法の内容の

違憲性の問題とは区別されるべきであり、仮に当該立法の内容が憲法の規定に違反する廉
かど

があると

しても、そのことをもって国会議員の立法行為が直ちに違法の評価を受けるものではない。 

ウ 条約は、国家間の合意という特質を持ち、しかも極めて政治的な内容を含むものであるから、そ

の内容が違憲となるか否かについての判断は、純司法的機能をその使命とする司法裁判所の審査に

はおよそなじまない性質のものであって、裁判所の司法審査権の範囲外にあるというべきである。 

エ 違憲審査権は、具体的な訴訟の解決に必要な限りにおいてのみ行使されるのが原則であるから、

裁判所が違憲判断をする場合は、法令そのものを違憲と判断する方法によることはできず、当該事

件における具体的な適用だけを違憲と判断する方法によらなければならない。 

オ 違憲審査権は、最高裁判所だけでなく下級裁判所も当然に行使することができるのであるから、

高等裁判所が上告審としてした判決に対しては、当該判決の違憲を理由とする場合であっても、も

はや最高裁判所への上訴を認める必要はない。 

 

１ ア、イ 

２ ア、イ、オ 

３ ア、エ 

４ イ、ウ、エ 

５ ウ、オ 

 

  



№16～№20 は行政法です。 

解答は、問題番号に該当する答案用紙の番号欄に記入してください。 

 

［№ 16］即時強制と行政調査に関する次の記述のうち、妥当なのはどれか。 

 

１ 即時強制は、行政上の必要性が極めて高い場合における緊急の措置として認められるものである

から、特に法律の根拠がなくても当然に許容されるが、行政調査については、いかなる場合であっ

ても、法律の根拠が必要である。 

 

２ 即時強制の手続を定めた法律に行政代執行法があり、法律により又は法律に基づき行政庁から命

ぜられた代替的作為義務を義務者が履行しない場合に、行政庁が自ら義務者のなすべき行為を行い、

又は第三者にこれを行わせ、その費用を義務者から徴収する手続を定めている。 

 

３ 即時強制は事実行為であるため、権力的法行為である行政行為の取消しを目的として制度化され

ている取消訴訟は機能しにくいが、人の収容、物の留置といった継続的性質を有する即時強制につ

いては、違法であることを確認するための取消訴訟が意味を有する。 

 

４ 刑事責任の追及を目的としない行政調査については憲法第 35 条の保障が及ぶことはあり得ない

から、行政庁は、必要があると認める場合には、令状なくして相手方の住居に立ち入り、書類の捜

索、押収をすることができるとするのが判例である。 

 

５ 罰則により実効性が担保される行政調査にあっては、事前の告知が法律上一律の要件とされてお

り、実施の日時、場所、調査の理由及び必要性が事前に対象者に告知されていない限り、当該行政

調査によって収集された証拠に基づく行政処分は違法性を有するとするのが判例である。 

 

（参考） 憲法 

 第 35 条 何人も、その住居、書類及び所持品について、侵入、捜索及び押収を受けることのない

権利は、第 33 条の場合を除いては、正当な理由に基いて発せられ、且つ捜索する場所及び押収

する物を明示する令状がなければ、侵されない。 

② 捜索又は押収は、権限を有する司法官憲が発する各別の令状により、これを行ふ。 

 

  



［№ 17］行政機関の保有する情報の公開に関する法律（以下「情報公開法」という。）に関するア～

オの記述のうち、妥当なもののみをすべて挙げているのはどれか。 

 

ア 情報公開法は、何人に対しても、請求の理由や目的のいかんを問わず、また、開示請求者と開示

請求対象文書との関係を問うことなく開示請求権が認められているが、行政機関が統計をとる目的

で、開示請求者に対して任意に開示請求の理由や目的の記載を求めることまでは禁じられていない。 

イ 情報公開法において開示請求の対象となるのは、開示請求時点において行政機関が保有している

行政文書であり、請求を受けた行政機関は、請求時点において保有していない行政文書を開示請求

に応ずるために新たに作成する義務はない。 

ウ 情報公開法第５条各号に規定する不開示情報は、不開示にすることが私人の権利利益の保護のた

めに必要なものであるから、行政機関の長は、開示請求に係る行政文書に不開示情報が記録されて

いる場合には、公益上特に必要があると認めるときであっても裁量的開示を行うことはできない。 

エ 情報公開法において開示請求の対象となるのは、行政機関の職員が組織的に用いる行政文書であ

り、少なくとも、供覧、決裁という事案処理手続を経ていることがその要件であるとされ、職員の

個人的な検討段階にあるものはそれに該当しない。 

オ 情報公開・個人情報保護審査会は、開示請求の対象となっている行政文書を諮問庁に提示させ、

実際に当該行政文書を見介して審理するいわゆるインカメラ審理の権限を有しており、情報公開・

個人情報保護審査会から当該行政文書の提示を求められた場合には、諮問庁は拒否することができ

ない。 

 

１ ア、イ、オ 

２ ア、ウ、エ 

３ ア、ウ、オ 

４ イ、ウ、エ 

５ イ、エ、オ 

 

  



［№ 18］行政不服審査法に関するア～オの記述のうち、妥当なもののみをすべて挙げているのはどれ

か。 

 

ア 行政庁の処分に対して異議申立てを行った場合において、当該異議申立てに対する決定に不服が

あるときは、当該行政庁の上級行政庁に対して再審査請求をすることができる。 

イ 審査請求がされた場合において、審査請求人又は参加人から申立てがあったときは、審査庁は、

口頭で意見を述べる機会を与えなければならず、この場合において、審査請求人又は参加人は、審

査庁の許可を得て、補佐人とともに出頭することができる。 

ウ 処分についての異議申立てに理由があるときは、処分庁は、決定で、当該処分の全部若しくは一

部を取り消し、又は処分を変更することができる。この場合においては、権限ある行政庁が処分を

変更することになるので、異議申立人の不利益に処分を変更しても差し支えない。 

エ 再審査請求がされた場合において、審査請求を却下し又は棄却した裁決が違法又は不当であると

きは、当該裁決に係る処分が違法又は不当でなくても、再審査庁は、当該裁決の全部若しくは一部

を取り消し、又は変更する。 

オ 処分庁が当該処分の理由となった事実を証する書類その他の物件を審査庁に提出した場合にお

いて、審査請求人又は参加人からそれらの閲覧の求めがあったときは、審査庁は、第三者の利益を

害するおそれがあると認めるとき、その他正当な理由があるときでなければ、閲覧を拒むことがで

きない。 

 

１ ア、エ 

２ ア、オ 

３ イ、ウ 

４ イ、オ 

５ ウ、エ 

 

  



［№ 19］国家賠償に関するア～オの記述のうち、判例に照らし、妥当なもののみをすべて挙げている

のはどれか。 

 

ア 国道に面する山地から落石や崩土が起こり得る状況であったにもかかわらず、防護柵又は防護覆

を設置したり、事前に通行止めをするなどの措置をとらなかった場合には、道路の通行の安全性の

確保に欠け、その管理に瑕疵があったものというべきであって、たとえ防護柵を設置するための費

用が相当の多額に上り、予算措置に困却するであろう事情があったとしても、道路管理者は、それ

により直ちに当該瑕疵により生じた損害に対する賠償責任を免れ得るものではない。 

イ 故障した大型貨物自動車が 87 時間にわたって国道に放置され、これに原動機付自転車が衝突す

る事故が発生した場合において、道路管理者は、道路を常時良好な状態に保つように維持し、一般

交 通に支障を及ぼさないように努める義務を負っているものの、事故の発生は何人においても予

測不可能なものであり、たまたま事故の発生に気付かずに道路の安全性を確保するための措置を何

ら講ずることができなかったとしても、そのことをもって道路管理に瑕疵があったということはで

きない。 

ウ 河川は、通常数度の治水事業を経て、逐次その安全性を高めていくことが予定されているもので

あるから、洪水対策のために改修、整備がされた河川は、その改修、整備後に起こり得る規模の洪

水から発生する水害を未然に防止するに足りる安全性を備えるものでなければならず、改修、整備

後に起こった洪水により水害が発生した場合には、その水害発生の予測可能性の程度にかかわらず、

河川管理者は水害により生じた損害に対する賠償責任を負う。 

エ 視力障害者用の安全設備として開発された点字ブロックを日本国有鉄道（当時）の駅のホームに

設置しなかったことをもって、当該駅のホームが通常有すべき安全性を欠くか否かを判断するに当

たっては、あくまで当該駅のホームにおける状況を基準とし、その構造や視力障害者の利用度を考

慮した上で、当該安全設備を設置しないことにより予測される事故発生の危険性の程度から判断す

べきであって、当該安全設備が全国的ないし当該地域の駅のホームにおいてどの程度普及している

かまでは特段考慮する必要はない。 

オ 公立中学校の校庭にあるテニスコートの審判台に昇った幼児が、座席部分の背当てを構成してい

る左右の鉄パイプを両手で握ってその後部から降りようとしたために審判台が転倒し、その下敷き

になって死亡した場合において、当該審判台には、本来の用法に従って使用する限り、転倒の危険

がなく、幼児の行動が当該審判台の設置管理者の通常予測し得ない異常なものであり、かつ、同伴

していた保護者が幼児の行動について看守を怠ったなどの事実が存すれば、当該審判台の設置管理

者は、賠償責任を負うことはない。 

 

１ ア、エ 

２ ア、オ 

３ イ、ウ 

４ イ、エ 

５ ウ、オ 

 

  



［№ 20］行政機関についての講学上の概念に関するア～工の記述のうち、妥当なもののみをすべて挙

げているのはどれか。 

 

ア 行政庁とは、行政主体の意思又は判断を決定し外部に表示する権限を有する機関をいい、各省大

臣及び都道府県知事は行政庁に該当するが、公正取引委員会や公害等調整委員会等の行政委員会は

行政庁に該当しない。 

イ 諮問機関とは、行政庁から諮問を受けて意見を具申する機関をいい、諮問機関に対する諮問手続

が法律上要求されているのに、行政庁が諮問手続を経ることなく行政処分をした場合であっても、

行政庁の決定が違法となることはないとするのが判例である。 

ウ 執行機関とは、行政上の義務を国民が履行しない場合に強制執行をしたり、違法な状況を排除す

る緊急の必要がある場合に即時強制をするなど、行政目的を実現するために必要とされる実力行使

を行う機関をいう。 

エ 監査機関とは、監査の対象となっている機関の事務や会計処理を検査し、その適否を監査する機

関をいい、国の会計検査を行う会計検査院や地方公共団体の財務に関する事務の執行等を監査する

監査委員が監査機関に該当する。 

 

１ ア 

２ ア、イ 

３ イ、ウ 

４ ウ、エ 

５ エ 

 

  



№21～№25 は民法（総則及び物権）です。 

解答は、問題番号に該当する答案用紙の番号欄に記入してください。 

 

［№ 21］制限能力者の行為に関するア～オの記述のうち、妥当なもののみをすべて挙げているのはど

れか。 

 

ア 被保佐人Ａは、Ｃから土地を購入するに当たり、自らが制限能力者であることを黙秘した上で、

能力者であると思わせるような言動を積極的に用いた結果、ＣにＡが能力者であるとの誤信をさせ、

保佐人Ｂの同意を得ないまま、Ｃとの間で当該土地の売買契約を締結した。この場合、Ｂは、ＡＣ

間の売買契約を取り消すことができる。 

イ 未成年者Ａは、叔父Ｃから学費の援助をしたい旨の申込みがされたため、法定代理人Ｂの同意を

得ないまま、Ｃとの間で贈与契約を締結した。この場合、Ｂは、ＡＣ間の贈与契約を取り消すこと

ができない。 

ウ 成年被後見人Ａは、自己の所有する建物をＣに売却するために、成年後見人Ｂの同意を得た上で、

Ｃとの間で当該建物の売買契約を締結したが、その後、Ｂは同意を与えたことが適切でないと判断

した。この場合、Ｂは、ＡＣ間の売買契約を取り消すことができない。 

エ 被補助人Ａは、不動産を売却するには補助人Ｂの同意を得なければならない旨の家庭裁判所の審

判を受けた。その後、Ａは、自己の所有する土地を売却しようとしたが、Ａの利益を害するおそれ

がないにもかかわらずＢが同意しなかったため、家庭裁判所に請求して売却の許可を得た上で、Ｃ

との間で売買契約を締結した。この場合、Ｂは、ＡＣ間の売買契約を取り消すことができる。 

オ 被保佐人Ａは、Ａ所有の建物を借用したい旨のＣの依頼を受け、保佐人Ｂの同意を得ないまま、

Ｃとの間で当該建物を５年間貸与する旨の賃貸借契約を締結した。この場合、Ｂは、ＡＣ間の賃貸

借契約を取り消すことができない。 

 

１ ア、エ 

２ イ 

３ イ、オ 

４ ウ、オ 

５ エ 

 

  



［№ 22］動機の錯誤について、次の２説があるとする。 

（Ⅰ説）動機は、それ自体法律行為の内容ではないが、動機が明示又は黙示に表示されているときに

限り法律行為の内容となるので、そのような場合にのみ、表意者は動機の錯誤について錯誤無効を主

張することができる。 

（Ⅱ説）動機の錯誤があった場合においても表意者は錯誤無効を主張することができるが、相手方  

にその認識可能性があることを要件とする。 

以下のア～力の記述のうち、Ⅰ説の立場からの記述、Ⅱ説の立場からの記述の組合せとして妥当な

のはどれか。 

 

ア 動機に錯誤があれば、表示行為に対応した内心の効果意思がないので、原則として錯誤には当た

らない。 

イ 動機の錯誤と表示行為の錯誤の区別は難しく、これらの両者間で差異を設けるべきではない。 

ウ 動機に錯誤があった場合、表意者に重過失があっても表意者を保護する必要があるので、表意者

は錯誤無効を主張することができる。 

エ 主体に関する錯誤と目的物に関する錯誤の区別は難しく、これらの両者間で差異を設けるべきで

はない。 

オ 表意者と相手方の双方が動機の錯誤に陥っていた場合、動機が表示されていても、錯誤無効を主

張することができない。 

カ 動機に錯誤があっても、表示行為に対応した内心の効果意思があるので、原則として錯誤には当

たらない。 

 

  Ⅰ説    Ⅱ説 

１ ア     オ、カ 

２ イ、エ   ウ 

３ ウ     オ 

４ エ、オ   ア、イ 

５ カ     イ 

  



［№ 23］次の文章は、物権的請求権の相手方に関する最高裁判所の判決の抜粋である。空欄Ａ、Ｂ、

Ｃ、に入る文をア～工から選んだ組合せとして妥当なのはどれか。 

 

「（略） 

１  Ａ したがって、未登記建物の所有者が未登記のままこれを第三者に譲渡した場合には、これ

により確定的に所有権を失うことになるから、その後、その意思に基づかずに譲渡人名義に所有権

取得の登記がされても、右譲渡人は、土地所有者による建物収去・土地明渡しの請求につき、建物

の所有権の喪失により土地を占有していないことを主張することができるものというべきであり

（略）、また、建物の所有名義人が実際には建物を所有したことがなく、単に自己名義の所有権取

得の登記を有するにすぎない場合も、土地所有者に対し、建物収去・土地明渡しの義務を負わない

ものというべきである（略）。 

２ もっとも、 Ｂ けだし、建物は土地を離れては存立し得ず、建物の所有は必然的に土地の占有

を伴うものであるから、土地所有者としては、地上建物の所有権の帰属につき重大な利害関係を有

するのであって、土地所有者が建物譲渡人に対して所有権に基づき建物収去・土地明渡しを請求す

る場合の両者の関係は、土地所有者が地上建物の譲渡による所有権の喪失を否定してその帰属を争

う点で、あたかも建物についての物権変動における対抗関係にも似た関係というべく、建物所有者

は、自らの意思に基づいて自己所有の登記を経由し、これを保有する以上、右土地所有者との関係

においては、建物所有権の喪失を主張できないというべきであるからである。もし、これを、登記

に関わりなく建物の「実質的所有者」をもって建物収去・土地明渡しの義務者を決すべきものとす

るならば、土地所有者は、その探求の困難を強いられることになり、また、相手方において、たや

すく建物の所有権の移転を主張して明渡しの義務を免れることが可能になるという不合理を生ず

るおそれがある。他方、 Ｃ （以下略）」 

 

ア 建物所有者が真実その所有権を他に譲渡したのであれば、その旨の登記を行うことは通常はさほ

ど困難なこととはいえず、不動産取引に関する社会の慣行にも合致するから、登記を自己名義にし

ておきながら自らの所有権の喪失を主張し、その建物の収去義務を否定することは、信義にもとり、

公平の見地に照らして許されないものといわなければならない。 

イ 土地所有権に基づく物上請求権を行使して建物収去・土地明渡しを請求するには、現実に建物を

所有することによってその土地を占拠し、土地所有権を侵害している者を相手方とすべきである。 

ウ 他人の土地上の建物の所有権を取得した者が自らの意思に基づいて所有権取得の登記を経由し

た場合には、たとい建物を他に譲渡したとしても、引き続き右登記名義を保有する限り、土地所有

者に対し、右譲渡による建物所有権の喪失を主張して建物収去・土地明渡しの義務を免れることは

できないものと解するのが相当である。 

エ 実体上、物権変動があった事実を知る者において右物権変動についての登記の欠缼を主張するこ

とが信義に反するものと認められる事情がある場合には、かかる背信的悪意者は、登記の欠缼を主

張するについて正当な利益を有しないものであって、民法第 177 条にいう第三者に当たらないもの

と解するべきである。 

 

 



  Ａ  Ｂ  Ｃ 

１ ア  イ  ウ 

２ ア  ウ  エ 

３ イ  ウ  ア 

４ ウ  エ  イ 

５ エ  イ  ア 

 

  



［№ 24］占有権に関するア～オの記述のうち、妥当なもののみをすべて挙げているのはどれか。ただ

し、争いのあるものは判例の見解による。 

 

ア 代理占有が成立するためには、本人と占有代理人との間に賃貸借等の占有代理関係が存在するこ

とが必要であるから、賃貸借関係が終了した場合は、賃借人が引き続き占有している場合であって

も、賃貸人の代理占有は当然に消滅する。 

イ 被相続人の事実的支配の中にあった物は、原則として、当然に相続人の支配の中に承継されると

みるべきであるから、被相続人が死亡して相続が開始するときは、相続人が相続の開始を知ってい

たか否かにかかわらず、特別の事情のない限り、相続人は、被相続人の占有権を承継する。 

ウ 占有者は、所有の意思で占有するものと推定されるから、占有者の占有が自主占有に当たらない

ことを理由として取得時効の成立を争う者は、当該占有が他主占有に当たることについでの立証責

任を負う。 

エ 民法第 187 条第１項の規定は、相続のような包括承継の場合にも適用されるから、相続人は、そ

の選択に従い、自己の占有のみを主張し、又は被相続人の占有に自己の占有を併せて主張すること

ができる。 

オ 善意の占有者は、占有物から生ずる果実を取得するが、本権の訴えにおいて敗訴したときは、そ

の判決が確定した時から悪意の占有者とみなされるから、その時以後の果実を取得することはでき

ない。 

 

１ ア、イ、オ 

２ ア、ウ、エ 

３ ア、ウ、オ 

４ イ、ウ、エ 

５ イ、エ、オ 

 

 

（参考） 民法 

  （占有の承継） 

 第 187 条 占有者の承継人は、その選択に従い、自己の占有のみを主張し、又は自己の占有に前の 

占有者の占有を併せて主張することができる。 

  （第２項略） 

 

  



［№ 25］法定地上権の成立に関するア～オの記述のうち、判例に照らし、妥当なもののみをすべて挙

げているのはどれか。 

 

ア 土地に一番抵当権が設定された当時、土地と建物の所有者が異なっていた場合、土地と建物を同

一人が所有するに至った後に後順位抵当権が設定されたとしても、その後に抵当権が実行され、土

地が競落されたことにより一番抵当権が消滅するときには、建物のための法定地上権は成立しない。 

イ 土地及び建物に共同抵当権が設定された後、建物が取り壊され、新建物が建築された場合、新建

物の所有者が土地の所有者と同一であり、かつ、新建物が建築された時点での土地の抵当権者が新

建物について土地の抵当権と同順位の抵当権の設定を受けたとき等特段の事情がない限り、抵当権

が実行されたときは、新建物のための法定地上権が成立する。 

ウ 更地に一番抵当権が設定された後に土地所有者が建物を建築した場合、その後に設定された土地

の二番抵当権が実行され、土地と建物の所有者を異にするに至ったときは、建物のための法定地上

権は成立しない。 

エ 建物の共有者の一人が、その建物の敷地たる土地を単独で所有する場合において、その者が土地

に抵当権を設定し、その抵当権の実行により第三者が土地を競落したときは、建物のための法定地

上権は成立しない。 

オ 土地及び建物が共有である場合において、土地と建物の両方を共有しているＸの債務を担保する

ために、Ⅹを含めた土地共有者の全員がそれぞれの持分に抵当権を設定し、実行に至ったときは、

Ⅹ以外の土地共有者らが法定地上権の発生をあらかじめ容認していたとみることができるような

特段の事情がなくとも、建物のための法定地上権が成立する。 

 

１ ア、ウ 

２ ア、オ 

３ イ、ウ 

４ イ、エ 

５ エ、オ 

 

  



№26～№30 は民法（債権、親族及び相続）です。 

解答は、問題番号に該当する答案用紙の番号欄に記入してください。 

 

［№ 26］民法上の債務不履行と不法行為に関するア～オの記述のうち、妥当なもののみをすべて挙げ

ているのはどれか。 

 

ア 民法の条文上、不法行為の場合は、生命侵害を受けた者の一定の近親者に固有の慰謝料請求権を

認める規定が置かれているが、債務不履行の場合には、そのような遺族固有の慰謝料請求権を認め

る規定は置かれていない。 

イ 債務不履行による損害賠償債務は、債務の履行について期限を定めていなければ債権者からの履

行の請求によって遅滞に陥るが、不法行為による損害賠償債務は、不法行為により損害が発生した

時から遅滞に陥る。 

ウ 債務不履行による損害賠償請求権は、原則として 10 年で消滅時効が完成するが、不法行為によ

る損害賠償請求権は、損害及び加害者を知った時から５年で消滅時効が完成する。 

エ 債務不履行の場合は、債権者が債務者に帰責事由があることを立証しなければならないが、不法

行為の場合は、加害者側が自己に帰責事由がないことを立証しなければならない。 

オ 不法行為の被害者が、不法行為による損害賠償請求権を自働債権とする相殺をすることは禁止さ

れているが、債務不履行の場合においては、このような制限はない。 

 

１ ア、イ 

２ ア、ウ、オ 

３ イ、ウ、エ 

４ イ、エ、オ 

５ エ、オ 

 

  



［№ 27］債権譲渡に関するア～オの記述のうち、妥当なもののみをすべて挙げているのはどれか。た

だし、争いのあるものは判例の見解による。 

 

ア 債権譲渡は、同一性を保ちつつ債権を移転するものであるから、債権に付随している利息債権、

違約金債権、保証債権、担保権などの権利や、債権に付着している同時履行の抗弁権は、当然に譲

受人に移転する。 

イ 譲渡禁止の特約のある債権について転付命令を受けた差押債権者が、転付命令を受けた当時、当

該特約の存在を知り、又は重大な過失により当該特約の存在を知らなかった場合には、転付命令に

よってその債権を取得することができない。 

ウ 譲渡禁止の特約のある債権について、譲受人が当該特約の存在を知って譲り受けた場合は、譲受

人は当該債権を有効に取得することはできないが、その後、債務者が当該譲渡について承諾を与え

たときは、譲渡の時にさかのぼって有効となるので、譲受人は当該債権を有効に取得することがで

きる。 

エ 債権が二重に譲渡され、確定日付のある各譲渡通知が同時に債務者に到達したときは、譲受人間

の優劣は決し得ないから、債務者は、譲受人の一人から弁済の請求を受けたときであっても、同順

位の譲受人がほかに存在することを理由として当該弁済の請求を拒絶することができる。 

オ 債権譲渡がされた当時、債務者が譲渡人に対して既に反対債権を有していたのであれば、たとえ

当該反対債権の弁済期が、譲渡された債権の弁済期より後であり、かつ、債権譲渡の通知がされた

時より後に到来するものであっても、両債権の弁済期が到来したときは、債務者は当該反対債権を

もって譲受人に対して相殺を主張することができる。 

 

１ ア、イ、エ 

２ ア、ウ、オ 

３ ア、エ、オ 

４ イ、ウ、エ 

５ イ、ウ、オ 

 

  



［№ 28］解除に関するア～力の記述のうち、妥当なもののみをすべて挙げているのはどれか。ただし、

争いのあるものは判例の見解による。 

 

ア 履行遅滞の場合は、解除の要件として債務者の責めに帰すべき事由が必要であるが、履行不能の

場合には、債務者の責めに帰すべき事由がなくても、契約を解除することができる。 

イ 売買契約が解除された場合、既に目的物の引渡しを受けていた買主は、解除までの間に目的物を

使用したことによる利益を売主に返還すべき義務を負う。 

ウ 同一当事者間の債権債務関係が二個の契約から成る場合において、それらの目的が相互に密接に

関連付けられており、社会通念上一方の契約が履行されるだけでは契約を締結した目的が全体とし

て達成されないときは、一方の契約の債務不履行を理由として他方の履行された契約をも解除する

ことができる。 

エ 双務契約上の債務が同時履行の関係に立つ場合、当該双務契約を解除しようとするときは、債権

者は自らの債務につき相手方にその履行の提供をした後でなければ、当該相手方に履行の催告をす

ることができない。 

オ 債務不履行を理由とする契約解除の前提としての催告に定められた期間が相当でない場合であ

っても、債務者が催告の時から相当の期間が経過してなお債務を履行しないときには、債権者は契

約を解除することができる。 

カ 不動産の売買契約が解除された場合、その解除前に既に当該不動産が第三者に売却されていたと

きは、その第三者は、登記による対抗要件を備えていなくても、売買契約に解除原因があることに

ついて善意無過失であれば保護される。 

 

１ ア、エ、カ 

２ ア、カ 

３ イ、ウ、オ 

４ イ、オ 

５ ウ、エ 

 

  



［№ 29］Ａの所有する土地がＢに賃貸され、さらにＣに転貸されて、実際にＣがその土地を使用して

いる事例に関するア～オの記述のうち、判例に照らし、妥当なもののみをすべて挙げているのはどれ

か。 

 

ア Ａに無断で転貸借契約がされた場合には、Ｃの土地の使用によりＡＢ間の信頼関係が破壊されて

いるか否かを問うことなく、Ａは賃貸借契約を解除することができる。 

イ Ａの承諾を得て転貸借契約がされ、その後、Ｃが土地の所有権を取得した結果賃貸人の地位を有

するに至った場合であっても、転貸借関係は、ＢＣ間でこれを消滅させる合意が成立しない限り当

然には消滅しない。 

ウ Ａの承諾を得て転貸借契約がされ、その後、Ｂが賃料の支払を延滞したためＡが賃貸借契約を解

除しようとする場合には、特段の事情のない限り、Ａは、解除前にＣに対して当該延滞賃料を支払

う機会を与えなければならない。 

エ Ａの承諾を得て転貸借契約がされ、その後、Ｂの債務不履行を理由にＡが賃貸借契約を解除した

場合には、転貸借契約は、原則としてＡがＣに対して土地の返還を請求した時に、ＢのＣに対する

転貸人としての債務の履行不能により終了する。 

オ Ａに無断で転貸借契約がされた場合には、Ａは賃貸借契約を解除しなくても、Ｃに対して所有権

に基づき土地の明渡しを請求することができる。 

 

１ ア、イ、ウ 

２ ア、ウ、オ 

３ ア、エ、オ 

４ イ、ウ、エ 

５ イ、エ、オ 

 

  



［№ 30］Ａ、Ｂ及びＣはいずれもＤＥ間の実子である。Ｄは、生前、Ａ及びＢそれぞれの婚姻に際し

てＡ、Ｂに各々1000 万円の現金を贈与し、その後、平成７年 12 月７日に 7000 万円の銀行預金を残し

て死亡したが、遺言はなかった。 

 また、Ｅは、生前、Ｂに生計の資本として 1500 万円の現金を贈与し、その後、平成 10 年４月 10

日に死亡したが、その時点でＥ固有の財産として遺産分割の対象となるものは存しなかった。 

 なお、Ｅ死亡の時点では、いまだＤの相続についての遺産分割は行われていない。 

 その後、Ｄが残した 7000 万円の銀行預金をＡ、Ｂ及びＣでどのように分割するかが問題になった

場合に関して、次の文章を作成したときに空欄に入るＡ、Ｂ、Ｃの相続分として妥当なのはどれか。

なお、計算上１万円未満の端数が生じた場合には切り捨てるものとする。 

 

「民法第 903 条は、生前贈与や遺贈を受けた相続人がいる場合に、相続人間の公平のために、相続分

算定の際にこれを考慮する制度であるが、分割の対象となる財産がないときには適用されない。本件

では、Ｅの死亡時にＥ固有の財産としては遺産分割の対象となるものはなかった。そこで問題となる

のが、Ｄの死亡によりＥが取得する遺産の共有持分権である。本件と類似の事件における最高裁判所

の決定によれば、Ｅが取得する共有持分権は、民法第 249 条以下に規定する共有と性質を異にするも

のではないので分割の対象となる財産に当たり、Ｅの死亡に係る相続においては民法第 903 条が適用

される。この考え方により、Ｄが残した銀行預金について遺産分割をすると、   となる。」 

 

１ Ａ 2000 万円 Ｂ 2000 万円 Ｃ 3000 万円 

２ Ａ 2333 万円 Ｂ 2333 万円 Ｃ 2333 万円 

３ Ａ 2500 万円 Ｂ 1000 万円 Ｃ 3500 万円 

４ Ａ 2500 万円 Ｂ 2000 万円 Ｃ 2500 万円 

５ Ａ 2666 万円 Ｂ 2666 万円 Ｃ 1666 万円 

 

（参考） 民法 

 （特別受益者の相続分） 

 第 903 条 共同相続人中に、被相続人から、遺贈を受け、又は婚姻若しくは養子縁組のため若しく

は生計の資本として贈与を受けた者があるときは、被相続人が相続開始の時において有した財産

の価額にその贈与の価額を加えたものを相続財産とみなし、前三条の規定により算定した相続分

の中からその遺贈又は贈与の価額を控除した残額をもってその者の相続分とする。 

 （第２項以下略） 

 

  



№31～№35 はミクロ経済学です。 

解答は、問題番号に該当する答案用紙の番号に記入してください。 

 

［№ 31］次の文章の空欄Ａ、Ｂに入るものの組合せとして正しいのはどれか。 

 

需要量をｘ、価格をｐとし、需要曲線がｘ＝100－40p である場合において、p＝２としたとき、需

要の価格弾力性（絶対値）は Ａ である。また、このとき、価格が２％上昇すると、需要量の変化

率は Ｂ ％になる。 

 

  Ａ   Ｂ 

１ ２  －４ 

２ ２  －８ 

３ ４  －８ 

４ ４  －12 

５ ６  －12 

 

  



［№ 32］ある個人の効用関数が次のように与えられている。 

  ｕ＝ｘ（12－Ｌ） 

 ここでｕは効用水準、ｘはｘ財の消費量、Ｌは労働供給量を表す。 ｘ財の価格は 10 であり、労働

１単位当たりの賃金率は 20 とする。この個人が効用を最大化するときの労働供給量はいくらになる 

か。 

 なお、この個人は労働によって得た所得のすべてをｘ財の消費に使うものとする。 

 

１ ４ 

２ ６ 

３ ８ 

４ 10 

５ 12 

 

  



［№ 33］完全競争市場における、ある企業の総費用関数ＴＣ（ｘ）が次のように与えられている。 

   ＴＣ（ｘ）＝ｘ３－２ｘ２＋５ｘ＋８ 

 ここでｘ（＞０）は生産量を表す。このとき、損益分岐点と操業停止点における価格の組合せとし

て正しいのはどれか。 

 

損益分岐点の価格  操業停止点の価格 

１    ５         １ 

２    ５         ２ 

３    ９         ３ 

４    ９         ４ 

５    12         ４ 

 

  



［№ 34］ある企業がＸ財を独占供給する市場において、需要曲線が p＝27－４ｘ、総費用関数ＴＣ（ｘ）

がＴＣ（ｘ）＝３ｘ＋10 で与えられている。ここで pは価格、ｘは数量を表す。政府がｘ財１単位当

たりに８の租税を賦課したとき、課税後の価格は課税前の価格に比べていくら上昇するか。 

 

１ ２ 

２ ４ 

３ ６ 

４ ８ 

５ 10 

 

  



［№ 35］ある農家の効用関数が次のように与えられている。 

  ｕ＝ｘ
భ
మ 

 ここでｕは効用水準、ｘは１年当たりの農作物収入を表す。この農家には、年間を通じて良い天候

に恵まれる場合には 900 万円、天候不順の場合には 100 万円の農作物収入があるものとする。また、

この農家は期待効用を最大にするように行動するものとする。 

 ここで、ある保険会社が天候にかかわらず一定金額の所得ｈ（100 万円ｈ900 万円）を保証し、

もし農作物収入が保証金額ｈを上回れば農家が差額（900 万円－ｈ）を保険会社に支払い、もし農作

物収入が保証金額ｈを下回れば保険会社が差額（ｈ－100 万円）を農家に支払うとの契約内容の保険

を販売する。良い天候に恵まれる確率と天候不順となる確率がそれぞれ 50％である場合、この農家は

保証金額ｈがいくら以上であれば保険を購入するか。その最小の値を求めよ。 

 

１ 250 万円 

２ 300 万円 

３ 350 万円 

４ 400 万円 

５ 450 万円 

 

  



№36～№40 はマクロ経済学です。 

解答は、問題番号に該当する答案用紙の番号欄に記入してください。 

 

［№ 36］マクロ経済モデルが次のように示されている。 

  Ｙ＝Ｃ＋Ｉ＋Ｇ＋Ｘ－Ｍ 

  Ｃ＝Ｃ0＋ｃＹ 

   Ｍ＝ｍ0＋ｍＹ 

Ｙ：国民所得，Ｃ：消費，Ｉ：投資，Ｇ：政府支出，Ｘ：輸出，Ｍ：輸入， 

Ｃ0：基礎消費（定数），ｃ：限界消費性向（定数，０＜ｃ＜１），ｍ0：基礎輸入（定数）， 

ｍ：限界輸入性向（定数，０＜ｍ＜１） 

このとき、この経済に関するＡ～Ｄの記述のうち、妥当なもののみをすべて挙げているのはどれか。 

なお、∆Ｉは投資の増加分、∆Ｇは政府支出め増加分、∆Ｘは輸出の増加分を表す。 

 

Ａ 政府支出と輸出が一定の下で，投資が増加すると，国民所得は
ｍ

１ିｃ＋ｍ
∆Ｉだけ増加する。 

Ｂ 投資と政府支出が一定の下で，輸出が増加すると，輸入は
１

１ିｃ＋ｍ
∆Ｘだけ増加する。 

Ｃ 投資と政府支出が一定の下で，輸出が増加すると，貿易収支は
１ିｃ

１ିｃ＋ｍ
∆Ｘだけ改善する。 

Ｄ 輸出が一定の下で，投資と政府支出が同時に増加すると，貿易収支は
１

１ିｃ＋ｍ
൫∆Ｉ＋∆Ｇ൯だけ悪

化する。 

 

１ Ａ 

２ Ｂ 

３ Ｂ、Ｄ 

４ Ｃ 

５ Ｃ、Ｄ 

 

  



［№ 37］現金預金比率が８％、支払準備率が１％、通貨当局によるハイパワード・マネーの供給量が

50 であるとき、マネー・サプライはいくらになるか。 

 

１ 450 

２ 500 

３ 550 

４ 600 

５ 650 

 

  



［№ 38］ｌＳ－ＬＭモデルにおける財政・金融政策の効果に関するＡ～Ｄの記述のうち、妥当なもの

のみをすべて挙げているのはどれか。 

 

Ａ 投資が利子率に対して完全に非弾力的な場合、ＩＳ曲線は垂直になる。このとき、貨幣供給量を

増加させても、国民所得を増加させることはできない。 

Ｂ 貨幣需要が利子率に対して完全に非弾力的な場合、ＬＭ曲線は垂直になる。このとき、政府支出

を増加させても、クラウディング・アウト効果は発生しない。 

Ｃ 貨幣需要が利子率に対して完全に非弾力的な場合、ＬＭ曲線は水平になる。このとき、国民所得

を増加させるには、政府支出の増加が必要となる。 

Ｄ 貨幣市場が流動性のわなに陥っている場合、ＬＭ曲線は垂直になる。このとき、政府支出を増加

させても、国民所得を増加させることはできない。 

 

１ Ａ 

２ Ａ、Ｂ 

３ Ｂ 

４ Ｂ、Ｄ 

５ Ｃ、Ｄ 

 

  



［№ 39］ある経済のマクロ的生産関数が次のように与えられている。 

   Ｙ＝ＡＫ
.ସ

Ｌ
.

 

 ここでＹは実質ＧＤＰ、Ａは技術水準、Ｋは資本量、Ｌは労働量を表す。実質ＧＤＰ成長率が３％、

資本の成長率が４％、労働の成長率が１％であるとき、この経済の技術進歩率はいくらになるか。 

 

１ 0.5％ 

２ 0.8％ 

３ 1.1％ 

４ 1.4％ 

５ 1.7％ 

 

  



［№ 40］投資に関するＡ～Ｄの記述のうち、妥当なもののみをすべて挙げているのはどれか。 

 

Ａ 投資の限界効率理論では、投資は貯蓄率と投資の限界効率が等しくなるところで決定されると考

える。投資の限界効率は、企業経営者のアニマル・スピリッツに依存する一方、個々の投資プロジ

ェクトの期待収益とは独立に決定される。 

Ｂ 加速度モデルでは、投資は産出量の水準に比例して変動すると考える。このモデルは、望ましい

最適資本ストックと実際の資本ストックが常に一致すると考えることから、投資の調整費用を考慮

したモデルとなっている。 

Ｃ ジョルゲンソンの投資理論では、投資は今期望ましいとされる最適資本ストックと前期末の実際

の資本ストックの差の一部分（Ａ倍）だけが今期実現すると考える。このモデルは、Ａの値が最適

資本ストックの大きさと独立して決まるという点で論理的な矛盾があると批判されている。 

Ｄ トービンの q理論では、企業は１円の資本を購入することにより、１円以上の企業価値をあげ得

る限りにおいて投資に乗り出すとする。また、この理論は、投資の調整費用を考慮したモデルとな

っている。 

 

１ Ａ 

２ Ａ、Ｂ 

３ Ｂ、Ｃ 

４ Ｃ、Ｄ 

５ Ｄ 

 

  



［№ 42］我が国の財政制度に関する次の記述のうち、妥当なのはどれか。 

 

１ 本予算の執行の過程において、天災地変、経済情勢の変化、政策の変更等により当初の予算どお

り執行することが不可能ないし不適当となる場合があり、国会の議決を経て当初の本予算の内容を

変更する予算を組むことがある。これを補正予算といい、１会計年度に２回以上組まれることもあ

る。 

 

２ 納税義務者と担税者が一致することを立法者が予定している税として消費税がある。消費税は、

物品やサービスの売上を課税対象とする一方、仕入に含まれる税額を控除することにより生産、流

通の過程で二重三重に課税されないような仕組みとなっている。 

 

３ 公債の償還は、満期ごとに規則的に一部を借り換え、一部を償還し、全体として 30 年間で完全

に償還し終える仕組みとなっている。償還財源には、所得税、法人税、酒税の32％、消費税の29.5％、

たばこ税の 25％を充てることとされている。 

 

４ 国は地方公共団体に対して補助金、交付金、負担金、補給金など様々な名称で支出金を交付して

いる。これらのうち、国庫支出金など一般財源であるものを除く使途を特定した支出金を地方交付

税という。 

 

５ 国が特定の事業を営む場合など、特定の歳入をもって特定の歳出に充て一般の歳入歳出と区分し

て経理する必要がある場合に限り、内閣総理大臣の命令により特別会計を設けることができる。我

が国の特別会計は、戦後、名称の変更はあったものの、その数は変わっていない。 

 

  



［№ 42］我が国の財政事情に関する次の記述のうち、妥当なのはどれか。 

 

１ 基礎的財政収支（プライマリー・バランス）とは、税収等から歳出総額を差し引いた収支を意味

する。平成 18 年度当初予算における基礎的財政収支は約 30 兆円の赤字となっており、これは建設

公債と特例公債の発行予定額の和に等しい。 

 

２ 社会保障関係費の推移を主要経費別に見ると、バブル経済崩壊以降、生活保護費や社会保険費の

ウェイトが低下してきているのに対し、保健衛生対策費や失業対策費のウェイトが上昇してきてい

る。近年では、失業対策費は社会保障関係費総額の８割弱を占めるに至っている。 

 

３ 平成 16 年の我が国のＯＤＡ実績総額は開発援助委員会（ＤＡＣ）加盟 22 か国中アメリカ合衆国

に次ぎ第２位となっているが、国民総所得（ＧＮＩ）に対するＯＤＡ実績総額の比率で見ると、我

が国はＤＡＣ加盟 22 か国中第１位となっている。 

 

４ 昭和 50 年代以降の国債大量発行の継続と債務残高の累増に伴い、一般会計歳出に占める国債費

の割合は増加し続けている。平成 18 年度当初予算では、一般会計歳出に占める国債費の割合は社

会保障関係費の割合を上回る 25.8％となっている。 

 

５ 我が国の国債の保有構造を見ると、個人や海外投資家の保有が少ない一方で、金融機関による保

有割合が高いという特徴がある。個人の国債保有を促進するため、現在では保有を個人に限定した

個人向け国債が発行されている。 

 

  



［№ 43］2002 年に始まった我が国の景気回復に関するＡ～Ｄの記述のうち、妥当なもののみをすべて

挙げているのはどれか。 

 

Ａ 今回の景気回復を産業別に見ると、民間経済の幅広い分野に改善が及んでいるという特徴がある。

この点は、1990 年代の景気回復が特定の産業分野に偏った回復であったという特徴を持っていたこ

ととは対照的である。 

Ｂ 今回の景気回復では、企業部門における雇用・設備・債務の三つの過剰が解消したものの、民間

経済の構造的な変化が伴わない回復であり、単なる循環的な改善にとどまっている。こうした中、

マクロの生産性は 1990 年代以降低下し続けている。 

Ｃ 2002 年初には、アメリカ合衆国や中国の景気回復を受けた輸出の伸びの高まりやＩＴバブル崩壊

以降続いていた在庫調整の終了を背景に、我が国の景気は回復に転じたが、企業がリストラ努力を

強化していたこともあり、消費や設備投資の伸びは限定的であった。 

Ｄ 2005 年の地域ブロック別の完全失業率は、2002 年と比べ全国的に改善し、特に北海道や東北で

大きく改善した。この結果、2005 年の北海道と東北の完全失業率は、いずれも 2005 年の全国平均

の完全失業率を下回る水準となった。 

 

１ Ａ 

２ Ａ、Ｃ 

３ Ｂ、Ｄ 

４ Ｃ 

５ Ｃ、Ｄ 

 

  



［№ 44］最近の我が国の経済事情に関する次の記述のうち、妥当なのはどれか。 

 

１ 法人企業統計によると、全産業の経常利益額や売上高経常利益率は 2002 年度から 2005 年度まで

４年連続で減少している。この要因としては、企業が、その競争環境の厳しさもあって、原油価格

の高騰に伴う投入価格の上昇を産出価格にほとんど転嫁できなかったことが指摘されている。 

 

２ 労働力調査によると、全産業の雇用者数は 2003 年以降減少傾向にあったが、2005 年は増加に転

じた。しかし、労働経済動向調査によると、2005 年になっても企業のフルタイム雇用の過剰感は依

然として大きく、フルタイム雇用に対する需要は減少し続けている。 

 

３ 2002年から2004年にかけては、中国向け輸出が大幅に増加し我が国の国内生産を後押ししたが、

輸出数量ベースの伸びに対する寄与度で見ると、中国向け輸出の寄与度は 1990 年代後半と比べ小

さくなっている。 

 

４ 株価が回復に転じた 2003 年後半以降、海外投資家による株式保有比率が低下している一方で、

インターネット取引や信用取引を利用した売買拡大により、個人投資家による株式保有比率が大幅

に上昇している。 

 

５ 地価公示（2007 年１月調査）によると、地価は全国平均では住宅地、商業地ともに 16 年振りに

わずかに上昇した。東京、大阪、名古屋の三大都市圏では上昇した一方、地方圏では下落幅は縮小

したものの引き続き下落している。 

 

  



［№ 45］最近の世界経済に関する次の記述のうち、妥当なのはどれか。 

 

１ アメリカ合衆国の連邦準備制度理事会（ＦＲＢ）は、景気に配慮するとの観点から、2004 年以降、

政策金利を 5.25％から小刻みに引き下げ、2006 年には 0.5％とした。一方、原油価格の高騰等もあ

ってインフレ圧力が高まり、2006 年の消費者物価上昇率は５％を上回る水準となった。 

 

２ 中国では、1978 年の「改革・開放」以降、ほぼ一貫して高い経済成長を達成してきた結果、2005

年の名目ＧＤＰ総額はアメリカ合衆国、日本、ドイツに次ぐ世界第４位の経済規模となっているが、

2005 年の一人当たりＧＤＰは日本の 20 分の１程度となっている。 

 

３ 中国は、2005 年に人民元をドルに対して約２％切り下げるとともに、通貨バスケットを参考とし

た管理変動相場制への移行に踏み切ったが、外貨の流出が収まったため、切下げから１年後、再び

固定相場制に移行した。 

 

４ ドイツは、2003 年から 2005 年にかけて３年連続でＥＵの「安定・成長協定」の参照基準（一般

政府債務残高を対ＧＤＰ比 30％以内に抑制等）を上回ったため、2006 年３月、ユーロ参加国とし

ては初めて「安定・成長協定」に基づく制裁措置を受けることとなった。 

 

５ フランスでは、2002 年に再選されたＪ.シラク大統領の下で、財政健全化を目的とした緊縮的な

財政運営を行っているため、一般政府債務残高の対ＧＤＰ比は 2002 年以降年々減少し、2005 年に

は英国の水準を大きく下回った。 

 

  



№46～№50 は経営学です。 

解答は、問題番号に該当する答案用紙の番号欄に記入してください。 

 

［№ 46］企業経営の多角化に関するＡ～Ｄの記述のうち、妥当なもののみをすべて挙げているのはど

れか。 

 

Ａ 企業は、専業化に伴うリスクの分散などを目的として、経営の多角化を行う。Ｈ.Ｉ.アンゾフは、

多角化を経営戦略として位置付け、企業における意思決定を管理的決定と業務的決定の二種類に区

別した上で、管理的決定とは、どのような事業を選択すべきかの決定、すなわち多角化の決定であ

るとした。 

Ｂ シナジーとは技術、ノウハウ、知識など可変的経営資源の間の相乗効果をいう。シナジー発生の

主な源泉は、水平的に分化した職能分野のいずれかで二つの事業の間に共通性や補完性があること

であるが、生産技術、人事、財務などの職能とは異なり、特別な能力を必要とされる経営職能にお

いてはシナジーが発生する余地はない。 

Ｃ 多角化した事業への経営資源の配分を合理化するための一つの手法として、ＰＰＭ（プロダク

ト・ポートフォリオ・マネジメント）がある。ＰＰＭでは、各事業を相対的マーケット・シェアと

投資収益率の二つの次元によって構成されるマトリックスを用いて分析することにより、カスタマ

ー・エクイティ（顧客生涯価値）の最大化が図られ、多角化した事業への経営資源の配分を合理的

に決定できる。 

Ｄ 事業部制組織は、多角化した複数の事業を管理するために生み出された組織構造であり、各事業

を収益の責任単位として組織化を行う。事業部制組織は、職能別組織と比べると、各事業部が独立

性を持っているため、事業環境の変化により迅速に対応できるとの長所がある一方、各事業部が類

似した職能部門を持つため、組織的な重複が生ずるとの短所がある。 

 

１ Ａ 

２ Ａ、Ｂ 

３ Ｂ、Ｃ 

４ Ｃ、Ｄ 

５ Ｄ 

 

  



［№ 47］モチベーションに関するＡ～Ｄの記述のうち、妥当なもののみをすべて挙げているのはどれ

か。 

 

Ａ Ｃ.Ｉ.バーナードによれば、従業員にはそれぞれ無関心圏があるとされる。無関心圏とは、組織

の中で自分とは比較的離れた職種や地位にいる人たちである。一般的な従業員はその人たちのため

に仕事をしようとする意識は低いので、無関心圏の存在は組織内コンフリクトの原因となる。 

Ｂ Ａ.Ｈ.マズローによれば、人間の欲求は低次から高次への階層をなしており、低次の欲求が充足

された後に初めて高次の欲求に関心が向けられるとされる。ただし、最高次の自己実現欲求だけは、

充足されても関心がなくなることはなく、満たされるほど一層関心が強まるとされる。 

Ｃ Ｊ.Ｇ.マーチとＨ.Ａ.サイモンは、共著『経営者の役割』において、組織に所属することの満足

度が高い従業員ほどモチベーションが高く、組織目標達成への貢献度も高いとし、経営者は従業員

の満足度を高めるような福利厚生を重視すべきであるとした。 

Ｄ Ｖ.Ｈ.ブルームの期待理論によれば、人間のモチベーションの大きさは、報酬が得られる主観確

率を分母とし、その報酬の誘意性を分子として表すことができる。一般に主観確率が小さいほど、

報酬が得られたときの喜びが大きいので、モチベーションは大きくなる。 

 

１ Ａ、Ｂ 

２ Ａ、Ｃ 

３ Ｂ 

４ Ｂ、Ｃ 

５ Ｃ、Ｄ 

 

  



［№ 48］マーケテイングに関する次の記述のうち、妥当なのはどれか。 

 

１ アイドマ（AIDMA）・モデルによれば、消費者の購買行動は、売り場での行動（Action）、関心

（Interest）の喚起、方向付け（Direction）、売り手からのメッセージ（Message）の検知、そし

て、その受容（Acceptance）という五段階で記述される。 

 

２ 一つの市場を、同じようなニーズを持つ複数のグループに分類したとき、それぞれをセグメント

という。小さなセグメントではあるが、他の企業が参入できないような、すき間的なセグメントを

チャネルという。チャネルで圧倒的に高いシェアを握っている企業がチャネル・リーダーである。 

 

３ 複数の製品を製造している企業の場合、シナジー効果により単一の製品を製造している企業に比

べて１単位当たりのコストが低くなる。これは、複数の製品に共通する部品の製造・調達コストが

安くなることなどのためである。 

 

４ 価格の安いブランドを買っていた顧客が価格の高いブランドに乗り換えた場合、顧客が購買のた

めに支払う単価はそれまでよりも高くなる。この場合の差額を顧客にとってのスイッチング・コス

トという。スイッチング・コストが低いとき、企業は価格競争に走りやすい。 

 

５ 民間企業であるメーカーの製品に使用されているブランドをプライベートブランドという。これ

に対して、全国的に展開する小売店チェーンなどの流通業者が独自に開発した製品に使用されてい

るブランドをナショナル・ブランドという。一般にナショナル・ブランドのほうが、高級感が高く

価格も高くなる。 

 

  



［№ 49］生産管理に関する次の記述のうち、妥当なのはどれか。 

 

１ 経験効果とは、製品の累積生産量が増えるに伴って、生産設備が老朽化し、労働者の慣れや疲労

によるミスも増えるため、生産量１単位当たりの実質総費用が上昇することをいう。これを示す曲

線は経験曲線と呼ばれ、その形状は工場や製品によって異なるとされる。 

 

２ 製品アーキテクチャは、モジュラー型とインテグラル型の二つに分類できる。前者は事前に部品

の組合せのルールを決めて、それに従って作られた部品を組み合わせるものであり、後者は事前に

組合せのルールを完全には決めないで、開発・製造段階で各部品間の調整を行っていくものである。

一般にアメリカ合衆国の企業は前者に、日本の企業は後者に強いとされる。 

 

３ ジャスト・イン・タイムとは、必要な物を必要な量だけ必要なときに生産することで在庫を圧縮

し、コストを低減させる考え方である。そのための手段としてセル生産方式がとられるが、これは

後工程で使った部品を定期的に前工程に引き取りに行き、前工程は必要なだけ生産するものである。 

 

４ 日本の工場では昭和初期からＱＣサークルが組織され、現場の労働者による改善のアイデアが品

質管理に活用された。それは後に輸入された統計学の手法と結び付き、一層洗練された。第１回デ

ミング賞の授賞は 1938 年のことである。 

 

５ Ｆ.Ｗ.テイラーの科学的管理法とは、平均的な労働者の作業量を計測し標準化して、すべての労

働者にその標準の達成を義務付けるものである。しかし、彼は、その達成度に応じて、労働者の賃

率に差を設けることは、かえって労働者の職務に対する意欲を損なうことになるとして、これを否

定した。 

 

  



［№ 50］企業の会計と財務に関する次の記述のうち、妥当なのはどれか。 

 

１ 企業の財政状態を示すことを目的とする貸借対照表は、現金預金や有形固定資産などの資産と短

期借入金や長期借入金などの負債から成り立っており、資本金や利益剰余金などの資本は含んでい

ない。 

 

２ 企業の経営成績を示すことを目的とする損益計算書において、売上高から売上原価を控除したも

のが経常利益であり、これから販売費や一般管理費を控除したものが営業利益である。 

 

３ 企業の短期的な支払能力を測るための指標として流動比率がある。これは、支払手形や買掛金な

どの流動負債に対する、受取手形や売掛金などの流動資産の比率である。 

 

４ 企業の収益性を測るための指標の一つとして ROE（Return on Equity）があるが、これは、企業

の総資産に対する当期純利益の比率である。ROE は、負債比率が上昇するに伴って低下する。 

 

５ Ｆ.モジリアニとＭ.Ｈ.ミラーによるＭＭ理論は、完全資本市場の下では、企業価値は資本構成

や配当政策によって決定される一方、企業の生産方法などの資本の運用によって影響を受けないと

する。 

 

  



№51～№55 は国際関係です。 

解答は、問題番号に該当する答案用紙の番号欄に記入してください。 

 

［№ 51］国際政治理論に関する次の記述のうち、妥当なのはどれか。 

 

１ Ｅ.Ｈ.カーは、1939 年に著した『危機の二十年』の中で、1920 年代以降の英国で主流となった

「理想主義（utopianism）」の立場から国際連盟の役割に強い期待を寄せて、英国の対独宥和政策

に対しても平和を保つためには有効だとして寛容な姿勢を示した。しかし、結局は第二次世界大戦

が勃発することになり、カーは・「現実主義（realism）」からの痛烈な批判を浴びた。 

 

２ Ｅ.ハ－スは、1958 年に著した『ヨーロッパの統一（The Uniting of Europe）』の中で、「国際統

合（international integration）」について、国家から欧州石炭鉄鋼共同体（ECSC）最高機関のよ

うな超国家的機構へと主権が移譲される政治力学に注目し、新機能主義アプローチを採った。しか

しこの考えは、1960 年代にヨーロッパ統合がナショナリズムの強い抵抗を受けたという現実を反映

して、修正を余儀なくされた。 

 

３ Ｈ.ブルは、1977 年に著した『国際社会論〔アナーキカル・ソサイエティ』の中で、国際関係の

無秩序な性格を強調し、そこには社会的秩序などは存在しないと見て、「力の均衡（balance of 

power）」の維持だけが国際社会に安定をもたらすと考えた。この理論は、冷戦が終結した後も影響

を持ち続けて「イギリス学派」の基盤となった。 

 

４ Ｋ.ウォルツは、1979 年に『国際政治の理論（Theory of International Politics）』を著して、

アナーキーな国際政治構造において、国家は合理的主体として行動すると仮定する「合理的選択論

（rationalism）」の立場を採った。この考えは、国際的規範が国家に与える影響ではなく、国家間

の力の配分状況（物質的な構造）のみに注目するもので、1990 年代には「コンストラクティヴィズ

ム」に受け継がれた。 

 

５ Ｆ.フクヤマは、1993 年に『フォーリン・アフェアーズ』誌に「文明の衝突か？」という論文を

寄稿して、世界は七つから八つの「文明」に分かれており、特に「西洋文明」と「イスラム文明」、

「儒教文明」との対立が深刻であることを説いた。この理論は、世界における自由民主主義の勝利

をうたった「歴史の終焉」論を大幅に修正するものとして注目された。 

 

  



［№ 52］主要国首脳会議（Ｇ７／Ｇ８サミット）に関する次の記述のうち、妥当なのはどれか。 

 

１ Ｇ７/Ｇ8 サミットのような、定期的な多国間の首脳会議の歴史的先例としては、19 世紀のオー

ストリア、フランス、英国、プロイセン、トルコの５大国間で築かれた「ヨーロッパ協調」システ

ムにおける一連の国際会議がある。この５大国によって、ナポレオン戦争後の国際秩序を構想した

1814～1815 年のウィーン会議を始め、パリ会議、ロンドン会議、ベルリン会議などが８年ごとに開

催された。 

 

２ 1975 年 11 月に、第１回のサミットがランブイエで開催された。このサミットには議長国のフラ

ンス、アメリカ合衆国、英国、西ドイツ、日本、イタリアの６か国が参加しており、翌年のサミッ

トからカナダが加わった。発足当初のＧ７サミットは西側各国の首脳が定期的に集まり、対ソ連戦

略を練る場として機能したが、1979 年に石油危機が起こると、石油消費国としての政策協調に議題

が移った。 

 

３ 1983 年５月のウィリアムズバーグ・サミットでは、グローバルな安全保障問題が協議された。こ

れは、ソ連のアフガニスタンからの軍事的撤退を契機として米ソ間及び東西ヨーロッパ間のデタン

ト（緊張媛和）や信頼醸成が進む中、この動きに日本も加わりたいという中曽根首相の希望を、議

長国であったアメリカ合衆国のレーガン大統領が受け入れた結果である。 

 

４ 2001 年９月 11 日の米国同時多発テロが起きる前にも、テロリズムはＧ７サミットの議題になっ

ていた。例えば、1977 年９月と 10 月に日本航空機やルフトハンザ機が標的となったハイジャック

事件や、1988 年 12 月のスコットランド・ロッカビー上空でのパンナム機爆破事件を受けた声明や

宣言が、その翌年開催されたサミットの中で出されている。 

 

５ 1997 年以降ロシアの正式参加により冷戦を克服したＧ８サミットは、客国内の貧富の格差を拡大

させないようにするために、アメリカ合衆国主導の経済的グローバリゼーションを抑制するための

討議を重ねた。その結果、Ｇ８サミット主導のグローバリゼーションは幅広い支持を集め、例えば

2001 年 7 月のジェノバ・サミットは、グローバリゼーションについて市民との公開討論会が開催さ

れるなど、混乱もなく大成功を収めた。 

 

  



［№ 53］地域機構に関する次の記述のうち、妥当なのはどれか。 

 

１ 西ヨーロッパでは、1958 年にフランスなどの６か国が加盟する欧州経済共同体（EEC）が創設さ

れた。他方、1960 年には英国などの７か国が加盟する欧州自由貿易連合（EFTA）が発足し、EEC と

しばらくは競合する関係にあった。しかし、EEC が、2004 年に東ヨーロッパ諸国も含む 25 か国か

ら成る欧州連合（EU）へと進化する過程で、EFTA 加盟国が全て EU へ加盟したため、EFTA は解体す

ることになった。 

 

２ 北米では、冷戦時代にはアメリカ合衆国とカナダの間の米加軍事同盟がこの地域の安定をもたら

す役割を担い、冷戦終結後には両国にメキシコを加えた北米自由貿易協定（NAFTA）が繁栄をもた

らす役割を担うべく締結された。その後、全米で米州機構（OAS）が創設されるのを機に、NAFTA は

大規模拡大をして、35 か国が参加する米州自由貿易地域（FTAA）に発展した。 

 

３ 中央アジアでは、ソ連の崩壊後、ロシア、カザフスタン、キルギス、タジキスタンなどが独立国

家共同体（CIS）に参加していた。1996 年には、これら４か国と国境を接する中国が、国境地域の

信頼醸成などを目的とした「上海ファイブ」を形成した。2001 年には、協力分野を拡大し、中国と

国境を接しないウズベキスタンを加えた６か国が参加する上海協力機構（SCO）が誕生した。 

 

４ 東南アジアでは、冷戦期、1954 年にアメリカ合衆国の提唱で創設された東南アジア条約機構

（SEATO）が存在していた。冷戦終結後の 1991 年に SEATO は解散し、新たに、インドネシア、マレ

ーシア、フィリピン、シンガポール、タイの５か国から成る東南アジア諸国連合（ASEAN）が創設

された。ASEAN は、現在ではブルネイ、ベトナム、ラオス、ミャンマー、カンボジアを含む 10 か国

に拡大している。 

 

５ 東アジアでは、1990 年代末から、ASEAN に日中韓の３か国を加えた「ASEAN＋３」の制度枠組が

形成されている。2005 年 12 月に「ASEAN＋３」の 13 か国がクアラルンプールで初の「東アジア首

脳会議」を開催したため、アジア太平洋経済協力（APEC）会議に参加しているアメリカ合衆国やオ

ーストラリア、ニュージーランドが、APEC を形骸化させるものとして強く非難した。 

 

  



［№ 54］地球規模課題（グローバル・イッシュー）に関する次の記述のうち、妥当なのはどれか。 

 

１ 「人間の安全保障（human security）」に関連して、2000 年９月の国際連合ミレニアム総会では

Ｋ.アナン国際連合事務総長が、「恐怖からの自由、欠乏からの自由」というキーワードを使って、

人々を襲う多様な脅威に地球規模で取り組むべきだと論じた。このような概念を用いることについ

て、我が国は伝続的な国家安全保障を重視する立場から消極的であり、この分野での国際連合に対

する具体的な協力や提案は行っていない。 

 

２ 「ミレニアム開発目標（MDGs）」は、普遍的初等教育の達成、女性の地位向上、HIV／AIDS など疾

病の蔓延防止など八つの具体的目標から成り、2015 年までに達成すべきものとして 2000 年９月の

国際連合ミレニアム宣言を契機に明示された。しかし、翌年に発生した米国同時多発テロによって、

MDGs 達成という課題は緊急性を失い、それ以降は国際連合総会などでも取り上げられていない。 

 

３ 難民への人道支援に関しては、1951 年に国際連合難民高等弁務官（UNHCR）事務所が設立され、

冷戦時代には一定の役割を果たしてきた。しかし、1990 年代に入り大国が人道支援に戦略的利益を

見いださなくなった結果、旧ユーゴスラビアやルワンダで大量の難民が生じても、UNHCR はそれま

でに比べて限定的な役割しか果たせなくなった。また、イラクにおけるクルド人のような「国内避

難民」については、関与できていない状況にある。 

 

４ 船舶の安全、すなわち、海上における人命の安全は、1912 年のタイタニック号沈没事件の頃から

既に国際的な課題とされていた。第二次世界大戦後に国際連合海事会議で採択された条約に基づき、

1958 年には「政府間海事協議機構（IMCO）」が設立され、1982 年には「国際海事機関（IMO）に改

称した。IMO は、船舶の安全確保や船舶からの海洋汚染の防止などの地球規模の課題に取り組んで

いる。 

 

５ 環境問題には、気候変動や酸性雨、砂漠化などの地球規模の課題が含まれる。これらの課題を論

じるためとして、2002 年８月から９月にかけて、ヨハネスブルクで「持続可能な開発に関する世界

首脳会議（WSSD）」が開催された。この会議の背景には、京都議定書に不満を抱くアメリカ合衆国

がそれに代わる国際的取決めを作るために開催したという事情があったため、我が国は参加をしな

かった。 

 

  



［№ 55］自衛隊の行う国際平和協力活動に関する次の記述のうち、妥当なのはどれか。 

 

１ 海外で大規模な自然災害が発生した際には、「国際緊急援助隊の派遣に関する法律」により自衛

隊を派遣して、医療活動や援助物資の輸送活動などの援助活動を行うことができる。しかし、派遣

可能範囲が「我が国周辺及び極東地域」に限られることから、平成 11（1999）年のトルコでの地震

の際や平成 17（2005）年のパキスタンでの地震の際などは、自衛隊は援助活動を行うことができな

かった。 

 

２ カンボジアにおける国際連合平和維持活動（PKO）に参加するため、海部内閣は「国際連合平和

協力法案」を提出したが、平成２（1990）年に廃案となった。このため、宮沢内閣はこの法案から

平和維持隊（PKF）の本体業務への参加条項を削除するなどの修正をした上で「PKO 協力法」※1とし

て国会に提出し、平成４（1992）年に成立させた。 

 

３ 「PKO 協力法」に基づく自衛隊の活動実績としては、カンボジアを初めとして現在までにゴラン

高原や東ティモールなどにおいて、停戦監視や物資輸送、道路や橋の補修などの実績を挙げてきて

いる。また、アジア及び中東以外の地域での活動実績としては、アフリカのモザンビークやルワン

ダにおいて、輸送業務や難民支援等を行った例がある。 

 

４ 平成 13（2001）年より「テロ対策特措法」※２に基づいてインド洋上における米英軍等への補給

活動が実施されていたが、平成 15（2003）年に「イラク特措法」※3の成立によって「テロ対策特措

法」が廃止されたため、米英軍等への補給活動は「イラク特措法」に基づき実施されることとなっ

た。「イラク特措法」では携行武器要件が緩和されたことから、イージス艦の派遣も可能となった。 

 

５ 平成 16（2004）年 12 月には、インドネシア・スマトラ島沖地震による津波によって、インドネ

シアでは甚大な被害が発生した。これを受けて、翌年１月に当時東ティモールで「PKO 協力法」に

基づき民生支援活動などを行っていた自衛隊部隊を急遽インド洋沿岸地域に展開させて、引き続き

同法に基づいて医療支援等の救援活動を実施することとし、東ティモールでの活動は同年６月から

再開させた。 

 

 ※１ 「PKO 協力法」の正式名称は「国際連合平和維持活動等に対する協力に関する法律」 

 ※２ 「テロ対策特措法」の正式名称は「平成十三年九月十一日のアメリカ今衆国において発生し

たテロリストによる攻撃等に対応して行われる国際連合憲章の目的達成のための諸外国の活

動に対して我が国が実施する措置及び関連する国際連合決議等に基づく人道的措置に関する

特別措置法」 

 ※３ 「イラク特措法」の正式名称は「イラクにおける人道復興支援活動及び安全確保支援活動の

実施に関する特別措置法」 

 

  



№56～№60 は社会学です。 

解答は、問題番号に該当する答案用紙の番号欄に記入してください。 

 

［№ 56］社会集団や組織に関する次の記述のうち、最も妥当なのはどれか。 

 

１ Ｆ.テンニースは、家族、民族、村落、都市など、本質意志に基づく結合体をゲマインシャフト

と呼び、契約関係など、選択意志に基づく形成体をゲゼルシャフトと呼んだ。 

 

２ Ｅ.デュルケームは、社会的分業が未発達な環節社会における人々の結びつきを有機的連帯と呼

び、社会的分業が発達した組織社会における人々の結びつきを機械的連帯と呼んだ。 

 

３ Ｃ.Ｈ.クーリーは、政党や労働組合など、共通の利害関心に基づいて形成された社会集団を第一

次集団と呼び、家族や仲間集団など、対面的で親密な社会集団を第二次集団と呼んだ。 

 

４ Ｒ.Ｍ.マッキーパーは、特定の関心に基づいて形成される集団をアソシエーションと呼び、アソ

シエーションを基盤として形成されたインフォーマルな集団をコミュニティと呼んだ。 

 

５ 高田保馬は、生活協力と生活防衛機能をもつ、村落、都市、国民社会を基礎社会と呼び、基礎社

会内部に成立する世帯、職域、地域集団などを派生社会と呼んだ。 

 

  



［№ 57］パーソナリティや社会的性格に関する次の記述のうち、最も妥当なのはどれか。 

 

１ Ｔ.Ｗ.アドルノらは、権威主義的パーソナリティが、生産手段をもたない労働者階級に特有のパ

ーソナリティであることを明らかにし、労働者階級は、その性格特性ゆえに積極的にファシズム運

動を支持し、自らの階級利害を主張したと論じた。 

 

２ Ｒ.マートンは、官僚制組織の成員に特有のパーソナリティとして、規則や手続きに過剰に同調

する逃避主義的なパーソナリティの存在を指摘し、それが原因で、官僚制組織では、官僚制の逆機

能の問題が生じていると論じた。 

 

３ Ｌ.ワースは、アーバニズムについて論じ、都市を特徴づける人口規模、密度、社会的異質性と

いう三つの要素が、都会人の意識やパーソナリティにもたらすものとして、主体性の喪失、無関心、

孤独感、焦燥、相違に対する寛容的態度などを指摘した。 

 

４ Ｄ.リースマンは、産業化の進展とともに、人々の社会的性格が、伝統集団への同調を重視する

伝統指向型から、同世代人の動向に絶えず気を配る他人指向型を経て、個人の内面にある人生目標

を追求する内部指向型へ、順に変化していくと論じた。 

 

５ Ｇ.ジンメルは、非所属集団に準拠しながらも、その集団への所属から排除されている人間をマ

ージナルマンと呼び、その特徴として、所属集団と準拠集団の不整合から、不満を抱きやすい反面、

既成の観念を打ち破る創造性を内包していることなどを指摘した。 

 

  



［№ 58］労働に関する次の記述のうち、最も妥当なのはどれか。 

 

１ 労働力商品が売買される労働市場は、内部労働市場と外部労働市場に分類できるが、一般に非熟

練労働者や半熟練工などの熟練レベルが低い職種ほど、内部労働市場に依存し、専門職や熟練工な

どの熟練レベルが高い職種ほど、外部労働市場に依存する。 

 

２ 労働者の雇用資格と労働組合員資格との関係を定めた制度は、一般に、オープンショップ制、ク

ローズドショップ制、ユニオンショップ制の三つに分類できるが、このうち労働組合の影響力が最

も低下するのは、クローズドショップ制の場合である。 

 

３ フレキシブル労働とは、市場の変化に柔軟に対応できる労働のことをいい、従来の正規雇用に対

し、パートや派遣社員などの雇用形態を表しているほか、企業が従来の賃金体系を見直し、新たに

生活給や職能給の導入を進めていることなどの賃金形態の変化についても表している。 

 

４ Ｒ.ブラウナーは、労働者の疎外を、無力性、無意味性、孤立、自己隔離という四つの次元に区

別して研究し、疎外が、連続処理工程型産業（石油化学）、組立ライン型産業（自動車）、機械監視

型産業（繊維）、熟練技能型産業（印刷）、と順に強まっていくことを明らかにした。 

 

５ Ａ.Ｒ.ホックシールドは、対人サービスに従事する現代の労働者に求められる、適切な感情状態

や感情表現を作り出す感情管理のことを、感情労働としてとらえ、優しさや非情さといった感情を

表面的にではなく、心から経験する技術が存在することを指摘した。 

 

  



［№ 59］社会学の理論パラダイムに関する次の記述のうち、最も妥当なのはどれか。 

 

１ 闘争理論は、社会の成員間に存在する不平等ゆえに、社会が分裂していることを強調し、社会を

闘争と変化の過程としてとらえる。社会変動の原動力を、人種間の闘争に求めたＫ.マルクスの社

会理論は、この一例である。 

 

２ 構造＝機能主義は、社会を、それを構成する各部分が、協働して連帯性と安定性を促進する複雑

なシステムとみなす。機能要件分析のための枠組みとして、AGIL 図式を提唱したＴ.パーソンズの

社会システム理論は、この一例である。 

 

３ 象徴的相互作用論は、社会を、身振りや言葉といったシンボルを媒介とする、人々の日常的な相

互作用の産物とみなす。自我がもつ二つの側面（Ⅰと me）の相互媒介性について考察したＡ.シュ

ッツの現象学的社会学は、この一例である。 

 

４ 社会的交換理論は、人々の相互作用を報酬の交換過程としてとらえる。助言や是認の交換など、

返報の義務が特定化されない社会的交換のインバランスから、権力関係が生じるとしたＥ.ゴフマ

ンの理論は、この一例である。 

 

５ 合理的選択理論は、各行為者を、利得やコストの計算に基づいて選択肢を比較検討し、意思決定

する存在とみなす。公共財の供給において生じるフリーライダー問題について提起したＮ.Ｊ.スメ

ルサーの集合行為論は、この一例である。 

 

  



［№ 60］社会学の調査・研究に関する次の記述のうち、最も妥当なのはどれか。 

 

１ Ｅ.デュルケームは、ヨーロッパ各地において大規模なパネル調査を行い、社会的紐帯
ちゅうたい

の衰退や

欲望の際限のない拡大など、自殺をもたらす社会的な要因について明らかにした。 

 

２ Ｗ.Ｉ.トマスとＦ.Ｗ.ズナニエツキは、ポーランドの農村から大都市シカゴに移住した農民たち

の生活を参与観察し、社会解体が農民に態度変容をもたらしたとする仮説を提示した。 

 

３ Ｗ.Ｆ.ホワイトは、無作為に標本抽出したボストンのスラムに住むイタリア系住民に対し、調査

票を用いた面接調査を行い、スラムの社会秩序を明らかにした。 

 

４ Ｐ.ラザースフェルドらは、オハイオ州で統計調査を行い、アメリカ大統嶺選挙における投票意

図の形成やその変容過程を分析し、コミュニケーションの二段の流れ仮説を提示した。 

 

５ Ｅ.メイヨーらは、ホーソン工場で実験を行い、照明や作業時間の配分といった物理的な作業条

件が、労働者の作業能率に大きな影響を及ほしていることを明らかにした。 

 

  



№61～№65 は心理学です。 

解答は、問題番号に該当する答案用紙の番号欄に記入してください。 

 

［№ 61］学習心理学における理論や概念とその例に関する次の記述のうち、最も安当なのはどれか。 

 

１ Ａさんは、自分の息子が来客中にいつも騒ぐのでしかっていたが、なかなか静かにさせることが

できなかった。友人に相談したところ、息子が少しでも静かにしているときがあればほめるなど、

息子が喜ぶような対応をするよう勧められた。こうした対応は、古典的条件づけにおける消去の手

続きをもとにしたものと考えられる。 

 

２ Ｂさんは、野球をしていて打席に立ったときに顔面にデッドボールを受けてけがをし、救急車で

病院に運ばれる経験をした。けがは回復したものの、その後、友人に誘われてテニスをしようとし

た際に、テニスボールにこれまで感じたことのない恐怖感を抱いた。こうした変化は、刺激般化に

よって説明できる。 

 

３ Ｃさんは、コーヒーを飲むことが日課になっており、好きなコーヒーを飲んでから嫌いな勉強を

する時間を増やそうとしたが、勉強時間を増やすことができなかった。すると友人から、勉強する

時間を増やしたければ、勉強してからコーヒーを飲むようにするとよいという助言を受けた。こう

した助言は、ガルシア効果をもとにしたものと考えられる。 

 

４ Ｄさんは、上司からさ細な失敗でいつも厳しくしかられるため不快に感じていた。しかしあると

き、しかった上司に大声で反論したところ、上司は驚いてしかることをやめた。その後、Ｄさんは、

上司からしかられる場面では、大声で反論するようになった。こうした変化は、高次条件づけが成

立したことによると説明できる。 

 

５ Ｅさんは、古くなったトマトを間違って口に入れてしまい、くさったような味とにおいに気づい

て不快になり、すぐに吐き出した。その後、別の新鮮なトマトであってもそのにおいや味に対して

すぐに吐き気を催すようになってしまった。こうした現象は、プレマックの原理で説明できる。 

 

  



［№ 62］動機づけや情動の研究に関する次の記述のうち、最も妥当なのはどれか。 

 

１ Ｈ.Ａ.マレーは、アカゲザルを対象に、２種類の代理母親模型を用いた実験を行い、子ザルにと

って母親はぬくもりを与えてくれる存在であって愛着の対象であり、安全基地として機能すること

を明らかにした。 

 

２ Ｓ.フロイトは、人間の欲求として、生理的欲求、安全欲求、所属と愛情欲求、自尊欲求、自己

実現欲求という５種類を想定し、これを階層的にとらえて、人間が自己実現とともに本心を現し、

あるがままの自己に到達することができるようになると主張した。 

 

３ Ｇ.Ｗ.オルポートは、人間の行動は内面的な欲求と、環境からの圧力との相互作用により規定さ

れると考えて、欲求－圧力理論を提唱し、この欲求－圧力理論をもとに絵画統覚検査（TAT）を作

成した。 

 

４ Ｈ.Ｆ.ハーローは、達成行動を、達成目標への接近傾向（達成欲求×成功の確率×成功の誘因価）

と失敗回避傾向（失敗回避欲求×失敗の確率×失敗の負の誘因価）の合成であると定式化し、達成

行動の動機づけに関するモデルを提唱した。 

 

５ Ｓ.シャクターは、自律神経系を活性化させる作用があるエビネフリンを用いた実験を行い、情

動状態が、生理的喚起といった生理的要因と、その喚起の状況を認知的に評価するという認知的要

因との相互作用によって生起するとし、情動の二要因説を提唱した。 

 

  



［№ 63］次は、生涯発達理論に関する記述であるが、Ａ、Ｂ、Ｃに当てはまる用語の組合せとして最

も妥当なのはどれか。 

 

 人間の発達の研究では、成人期や老年期まで視野に含めた生涯発達の考え方が注目されるようにな

っている。こうした生涯発達の理論や研究には様々な立場がある。 

 例えば、Ｅ.Ｈ.エリクソンは、八つの発達段階による漸成発達説を提唱した。この説では、各発達

段階に課題と危機が示され、同時に、基本的、に我々人間がもっている、我々を生かし、その活動を

意味づけ、生き生きとさせる内的な力を意味する徳目が想定されている。このうち、初期成人期の課

題と危機は、親密（intimacy）・連帯（Solidarity）対 孤立（isolation）であり、この時期の徳目

は愛（love）である。また、成人期の課題と危機は Ａ であり、この時期の徳目は世話（care）で

ある。さらに、老年期の課題と危機は Ｂ であり、この時期の徳目は英知（wisdom）である。 

 また、Ｃ.Ｇ.ユングは、人生を一日になぞらえて 40 歳を「人生の正午」と呼んだ。そして、人格

の統合が生じる過程を Ｃ の過程と表現した。これを達成する人は、自我の究極状態、英知、精神

的成熟と精神的健康、全体性、完全な人間性に到達することができるが、これは中年期までに達成す

ることはほとんどないと考えた。 

 

                     Ａ                Ｂ            Ｃ 

１ 自律性（autonomy）対 恥（shame）・疑惑（doubt） 自主性（initiative）対 罪悪感（guilt） 個性化（individuation） 

２ 自律性（autonomy）対 恥（shame）・疑惑（doubt） 統合（integrity）対 絶望（despair） 社会化（socialization） 

３ 世代性（generativity）対 自己停滞（self-absorption） 自主性（initiative）対 罪悪感（guilt） 社会化（socialization） 

４ 世代性（generativity）対 自己停滞（self-absorption） 統合（integrity）対 絶望（despair） 個性化（individuation） 

５ 世代性（generativity）対 自己停滞（self-absorption） 統合（integrity）対 絶望（despair） 社会化（socialization） 

 

 

  



［№ 64］Ｌ.コールパークは、次の表のような内容の話を聞かせた際の反応によって、罰（Punishment）

への志向の段階、報酬（reward）への志向の段階、良い子（good-boy/good-girl）への志向の段階、

権威（authority）への志向の段階、社会的契約（social-contract）への志向の段階といったように

道徳観の成熟度を分類した。このうち社会的契約への志向の段階に当てはまる反応例として最も妥当

なのはどれか。 

 

                      表 

 

 ある一人の女性が特殊な癌
がん

のために瀕死
ひ ん し

の状態であった。医者によれば、彼女を救うことのできる

薬が一つだけあって、それはその町の薬屋が最近発見した薬である。その薬を作るには確かに費用が

かかるが、薬屋はコストの 10 倍もの価格をつけていた。少量の薬を作るために、原材料のラジウム

を 200 ドルで仕入れて、製品は 2000 ドルで販売していた。その女性患者の夫のハインツは、知り合

い中を回って金策をしたが、薬の値段の半分の 1000 ドルしか借金することができなかった。ハイン

ツは、自分の妻が死に瀕していることを話し、「少し安くその薬を売ってくれないか」、「支払いを延

ばしてくれないか」と頼んだ。しかし、薬屋は「だめだ。私はこの薬を発明したので、一儲
もう

けしよう

と思っているのだ」といった。そこでハインツは絶望的になって、薬屋に忍び込んで、その薬を盗も

うと考えた。ハインツが薬を盗むことについて、あなたはどう思うか。             

 

１ 反対である。ハインツにとって見れば、妻を助けたいと思うのは当然なことであるが、盗むとい

う行為は常に悪である。彼は自分が盗みを働くということ、そして貴重な薬を作った男からそれを

取り上げることになるのを十分に分かっている。 

 

２ 反対である。ハインツは薬を盗むべきではない。必要ならばそれをお金を出しても買うべきであ

る。もしそれを盗めば刑務所に入れられることになり、いずれにしても、薬も取り返されることに

なる。 

 

３ 反対である。他人が盗みを働いたことを完全に責めることは誰にもできない。しかし、極端な状

況であっても法を勝手に曲げることは正当化されない。目的が仮に正当なものであるとしても、そ

の目的が手段を正当化することはない。 

 

４ 反対である。彼は盗むべきではない。仮に妻が死んだとしても彼は責められない。彼が冷酷なわ

けでもないし、法的に許されている限りのことを尽くしたのであれば、法を破って薬を盗まなかっ

たからといって妻を愛していないということにもならない。 

 

５ 反対である。彼は薬を盗まないだろう。薬屋は良くも悪くもなく、一財産作ろうと思っただけで

ある。商売というのは利益を得ることが重要な目的の一つであるのだから、仕方がないだろう。 

 

  



［№ 65］卒業研究として２時間程度をようするアンケートに協力してもらうことを本来の目的とし、

フット・イン・ザ・ドア技法を用いた例に関する記述として最も妥当なのはどれか。 

 

１ 友人に 10 分程度を要するアンケートへの協力を依頼し、回答してもらった数日後に、２時間程

度を要するアンケートへの協力を依頼したところ、これも承諾してくれた。 

 

２ 友人に 10 分程度を要するアンケートへの協力を承諾してもらった後で、アンケートに回答する

のに要する時間が２時間程度に変更になったことを伝えたが、断られなかった。 

 

３ 友人に２時間程度を要するアンケートに協力してもらいたいが、忙しいと思うので依頼しないこ

とを伝えると、むしろ友人からアンケートにぜひ協力したいとの申し出があった。 

 

４ 友人に２時間程度を要するアンケートへの協力を依頼し、断られた後で、10 分程度を要するアン

ケートへの協力を依頼したところ、これについては承諾してくれた。 

 

５ 友人に２時間程度を要するアンケートへの協力を依頼し、友人が承諾しようかどうか迷っている

間に、協力してくれたらその友人の研究にも特別に協力すると伝えたところ、承諾してくれた。 

 

  



№66～№70 は教育学です。 

解答は、問題番号に該当する答案用紙の番号欄に記入してください。 

 

［№ 66］義務教育に関する次の記述のうち、最も妥当なのはどれか。 

 

１ 義務教育思想の基本的原理を世界で最初に示したのは M.コンドルセである。彼は、自分が改革し

た宗教を民衆の中に普及・徹底させるために教育の義務制を提案したが、そこでは神に対する義務

のみが主張されたことから、彼の義務教育思想は強制教育として位置付けられている。 

 

２ 人権的な思想に基づき義務教育を唱えたのはＭ.ルターである。彼は、政治の質は主権者である

国民の知的水準によるところが大きいと考え、国民として必要な科学的知識を全国民が平等に学ぶ

ことができるような公教育制度の仕組みを立法議会に提案した。 

 

３ 我が国の教育法親において義務という言葉が最初に用いられたのは教育勅語である。教育勅語で

は、教育を受けることは臣民の国家に対する義務とされ、義務修学年限や、親は子どもに普通教育

を受けさせる責任を負っていることなどが初めて明確に規定された。 

 

４ 日本国憲法第 26 条には、教育を受ける権利及び教育の義務が定められている。それによると、

すべての国民は、法律の定めるところにより、その能力に応じて、等しく教育を受ける権利を有し

ており、また、その保護する子女に普通教育を受けさせる義務を負うとされている。 

 

５ いわゆる義務教育標準法には、各学校の修業年限、病弱等による就学義務の猶予・免除、市町村

の学校設置の義務など義務教育に関する実務的な規定が定められている。また、教育水準の向上を

図るため、近年、同法に義務教育諸学校の自己評価を義務付ける規定が設けられた。 

 

  



［№ 67］Ｅ.デュルケームに関する記述として、最も妥当なのはどれか。 

 

１ 「教育とは、社会生活においてまだ成熟していない世代に対して成人世代によって行使される作

用である。」と述べ、教育を先行世代が後続世代に対して行う方法的社会化の営みと規定した。 

 

２ 「子どもが太陽になり、その周囲を教育の諸装置が回転する。子どもが中心で、その周りに諸装

置が組織されるのである。」と述べ、子どもの自発的活動を重視した教育を主張した。 

 

３ 「人間のパーソナリティは生まれるものではなくて社会化過程を経て作られなければならない。」

と述べ、家族には子どもの基礎的社会化という機能があることを提示した。 

 

４ 「我々の伝統的な教育学は主として個人対個人の影響に注意を集中してもろもろの環境の影響を

見落としていた。」と述べ、民主的パーソナリティ型を創出するという社会的教育を主張した。 

 

５「教育の社会的条件として社会生活の教育的条件が、この学問のテーマである。」と述べ、社会教

育学を提唱し、教育の社会的制約性を初めて組織的に取り上げた。 

 

  



［№ 68］公立の義務教育諸学校における児童・生徒の管理に関する次の記述のうち、最も妥当なのは

どれか。 

 

１ 児童・生徒の在籍管理は、市町村教育委員会及び校長によって行われている。例えば、学校教育

法では、出席簿の作成、長期欠席者等への出席督促、各学年の課程の修了の認定などは校長が行い、

卒業の認定、卒業証書の授与などは市町村教育委員会が行うとしている。 

 

２ 児童・生徒への懲戒は、校長によって行われ、教育上必要があると認められるときは、体罰を加

えることも許されている。また、校長は、市町村教育委員会の承認を得れば、退学処分、停学処分

及び出席停止などの法的効果を伴う懲戒についても行うことができる。 

 

３ 児童・生徒の学習状況は、教務主任によって作成される通知表で管理されている。通知表は、法

定表簿であることから様式が統一されており、児童・生徒が卒業した後も一定期間の保存が義務付

けられている。また、児童・生徒が進学する際には、入学者選抜の資料とされている。 

 

４ 児童・生徒の保健管理は、学校保健法等に基づき実施されており、学校は、毎学年定期に、児童・

生徒の健康診断を行い、結果に基づき、疾病の予防処置など適切な措置をとらなければならないと

されている。ただし、就学時の健康診断については、市町村教育委員会が行う。 

 

５ 児童・生徒の栄養管理は、学校給食の実施によって図られている。学校給食法は、校長に対し学

校給食を実施することを義務付けており、また、実施に要する経費はすべて学校設置者の負担とさ

れていることから、学校給食の無償が保障されている。 

 

  



［№ 69］生涯学習（教育）に関する次の記述のうち、最も妥当なのはどれか。 

 

１ Ｅ.フォールは、著書『学習社会論』の中で、民主主義の原理に立脚した教育政策への提言とし

て、パーソナリティが統合された「完全な人間」の育成を目指す学習社会の建設を提唱し、これが

契機となって生涯学習（教育）の概念が初めて世界的に注目されるようになった。 

 

２ Ｐ.ラングランは、ユネスコの成人教育推進国際委員会にワーキング・ペーパーを提出し、誕生

から死に至るまで、人間の一生を通じて教育の機会を提供することや、人間発達の総合的な統一性

という視点から、様々な教育を調和させ統合したものにすることなどを提唱した。 

 

３ Ｒ.Ｍ.ハッチンスは、著書『大教授学』の中で、あらゆる人にあらゆる事柄を教授する汎
はん

知
ち

主義

の立場から、「誕生前の学校」、「幼年期の学校」、「少年期の学校」、「青年期の学校」、「若年期の学

校」、「壮年期の学校」、「老年期の学校」、「死の学校」という８段階の学校構想を提起した。 

 

４ Ｍ.Ｓ.ノールズは、成人教育、高等教育、職業教育及びコミュニティ・サービスを総合的に結合

した、２年制の短期高等教育機関であるコミュニティ・カレッジを発案し、イギリスにおける普及

に努めた。なお、コミュニティ・カレッジは、我が国の放送大学の原型ともなっている。 

 

５ Ｒ.Ｊ.ハヴィガーストは、高齢者には、対処的ニーズ、表現的ニーズ、貢献的ニーズ、影響的ニ

ーズ、超越的ニーズなどの特有の教育的ニーズがあると主張し、また、近年盛んとなっている、旅

行と学習を組み合わせた高齢者向けの生涯学習プログラムであるリカレント教育を考案した。 

 

  



［№ 70］学習指導形態に関する記述ア、イ、ウとそれに該当する名称の組合せとして、最も妥当なの

はどれか。 

 

ア 一つの学習単位時間を、例えば 15 分とし、その組合せによって児童・生徒一人一人の個人差に

応じた柔軟な日課表を作成するものである。現行の学習指導要領においても、それまでの授業の１

単位時間を 45分又は 50分を常例とする文言が削除され、時間割の弾力的な編成に配慮するように、

との記述がなされている。 

イ 二人以上の教師が、各々の専門性に立って授業経営過程における責任を分担し、同一の児童・生

徒に対して大・中・小の学習集団を柔軟に駆使し、あるいは個別指導を伴いながら教科・領域等の

指導を行うシステムのことである。我が国では昭和 43 年の学習指導要領の改訂により奨励され、

その後、広く普及するようになった。 

ウ Ｃ.Ｗ.ウォッシュバーンが考案したプランで、カリキュラムを、個別学習と集団的・創造的活動

の２領域から構成している。個別学習は、読み・書き・算数や社会に関して、実際に誰もが用いる

知識・技能として明確に具体化された共通必須項目を定め、主に自学自習を通して子どもにこれを

習得させていく。集団的・創造的活動は、各自で異なっている考えや心情を表現するための活動を、

集団で行わせることにより、子どもの個性・自己表現能力を育てると同時に、子どもを社会化させ

ることを目標とする。 

 

     ア            イ              ウ 

１ ジグゾー学習法  ティーム・ティーチング       ウィネトカ・プラン 

２ ジグゾー学習法  ティーム・ティーチング       モリソン・プラン 

３ ジグゾー学習法  モニトリアル・システム（助教法）  ウィネトカ・プラン 

４ モジュラー方式  ティーム・ティーチング       ウィネトカ・プラン 

５ モジュラー方式  モニトリアル・システム（助教法）  モリソン・プラン 

 

  



№71～№75

解答は、問

 

［№ 71］

 

5 は英語（基

問題番号に該

 

基礎）です。

該当する答案用

 

 

用紙の番号欄欄に記入しててください。 

 



［№ 72］ 

 



  

 



［№ 73］ 

 

 



 

  

 



［№ 74］

 

 

 

 

 

 



［№ 75］

 

 

 

 

 



№76～№80

解答は、問

 

［№ 76］

0 は英語（一

問題番号に該

 

一般）です。

該当する答案用

 

用紙の番号欄欄に記入しててください。 

 

 



 

 

 

 

 



［№ 77］

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 



［№ 78］ 

 

 



 

  

 



［№ 79］ 

 

 



 

  

 

 



［№ 80］ 

 

 

 



 

  

 

 



平成 19 年度 国家Ⅱ種 

専門試験 解答番号 

№１ ２ №21 ２ №41 １ №61 ２ 

№２ １ №22 ５ №42 ５ №62 ５ 

№３ ４ №23 ３ №43 ２ №63 ４ 

№４ ２ №24 ４ №44 ５ №64 ３ 

№５ ３ №25 １ №45 ２ №65 １ 

№６ １ №26 １ №46 ５ №66 ４ 

№７ ５ №27 ２ №47 ３ №67 １ 

№８ １ №28 ３ №48 ３ №68 ４ 

№９ ４ №29 ５ №49 ２ №69 ２ 

№10 ５ №30 ３ №50 ３ №70 ４ 

№11 ５ №31 ３ №51 ２ №71 ３ 

№12 ４ №32 ２ №52 ４ №72 ５ 

№13 ３ №33 ４ №53 ３ №73 ５ 

№14 ５ №34 ２ №54 ４ №74 ５ 

№15 １ №35 ４ №55 ３ №75 １ 

№16 ３ №36 ４ №56 １ №76 ４ 

№17 １ №37 ４ №57 ３ №77 ２ 

№18 ４ №38 １ №58 ５ №78 ３ 

№19 ２ №39 ２ №59 ２ №79 １ 

№20 ４ №40 ４ №60 ４ №80 ４ 

 


